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Ⅰ．はじめに

2019年12月中国武漢市で発生した新型コロナウイルス
感染症（COVID-19）は，パンデミックとなり，その対
策のためのワクチン開発が世界中で進められている．通
常，感染症の成立要件として①病原体，②感染経路，③
宿主の 3 つの要件があり，感染症はこの要件のどれかを
断ち切ることにより防ぐことができる（図 1 ）．病原体
に対しては消毒薬の使用，感染経路に対しては隔離等が
有効な手段である．宿主に対しては抵抗力を付けるワク
チンの使用が効果的であり，各家畜における感染症に対
して多くのワクチンが開発されてきた．健康な家畜を生
産するための無くてはならないツールであるワクチンに

ついて，その現状と将来展望を解説する．なお，個々の
ワクチンについての具体的な解説は，成書 3 ， 4 ）に詳細
に記載されているので，本稿では省略する．

日本における家畜用ワクチンの現状と将来展望

平　山　紀　夫 1 ）＊

The present and future of domestic animal vaccines in Japan

Norio�Hirayama�1）�＊

（1）Nippon�Veterinary�and�Life�Science�University,�1-7-1,�Kyonancho,�Musashino,�Tokyo,�180-8602,�Japan
＊　Corresponding�Author�:�Norio�Hirayama（hirayamanorio@gmail.com））

（2020.�11.�10��受付／2020.�12.�24��受理）

Summary

The�vaccination� is� the�best�method�to�control� the� infectious�diseases.� �For�example,�smallpox�and�rinderpest�
have�been�eradicated�by�mass�vaccination.� �Many�vaccines�for�domestic�animals�have�been�developed�in�Japan�
and�are�useful�to�produce�healthy�animals.��In�the�1880’s,�Pasteur�found�the�methods�to�attenuate�the�pathological�
virus�or�bacteria.��Thereafter�numerous�live�vaccines�were�developed�by�the�Pasteur’s�methods.��Since�the�1990’s�
new�vaccines�were�developed�by�the�gene�recombination�technology,�such�as�the�gene�deletion�vaccine,�subunit�
vaccine,� recombinant� live�vaccine.� � Just� coming,�DNA�vaccine�and�mRNA�vaccine�are� looking� forward� to�
innovative�vaccines.��

Key�words：�domestic�animal�vaccines,�Pasteur,�recombinant�live�vaccine,�DNA�vaccine,�mRNA�vaccine
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Ⅱ．ワクチンは感染症根絶に貢献した

1 ．痘そう（天然痘）及び牛疫の根絶
人類が地球上から根絶した感染症は，1980年の痘そう

と2011年の牛疫であるが，これらの快挙に大きな役割を
果たしたのはワクチンである．
1 ）天然痘ワクチン

人類最初のワクチンであるJennerが開発した牛痘接
種法は，同属異種ウイルスを用いた自然の弱毒生ワクチ
ンであった36）．1958年世界保健機関が世界天然痘根絶計
画を開始したが，この計画に使用されたワクチンは，ワ
クシニアウイルスを用いて牛の皮膚で製造された生ワク
チンであった．日本では1948年ワクチンの義務接種で流
行が沈静化し，1956年以降発生がなくなり，1976年ワク
チン接種が中止された．なお，日本ではウサギ腎細胞の
培養継代とクローニングにより作出されたワクシニアウ
イルスLC16m8株を用いた生ワクチンが，副作用がない
優れたワクチンとして1975年に承認されたが，翌年のワ
クチン接種の中止に伴い使用されることがなかった 8 ）．
一方，このワクチンは，バイオテロに備えた備蓄用ワク
チンとして期待されるほか，LC16m8�株は組換え生ワク
チンのベクターとして活用されている．
2 ）牛疫ワクチン

牛疫に対する最初のワクチンは，1917年に蠣崎が開発
した不活化ワクチンであり56），感染牛の脾臓乳剤をグリ
セリンで不活化したものであった．その後蠣崎は，トル
エンで不活化することにより免疫持続時間が長くなるこ
とを見出した．この不活化ワクチンは，朝鮮・満州国境
の牛に接種され，免疫ベルト地帯作成に威力を発揮し，
朝鮮・日本への牛疫の侵入を防いだ．また，1938年に中
村は，ウサギに百数十代連続継代して弱毒したL株を作
出し24），1953年にはこのL株を発育鶏卵で330代継代し
更に弱毒化したLA株を開発した25）．これらの生ワクチ
ンは，中国や東南アジアでの牛疫撲滅に貢献した．1962
年Plowrightらが牛腎培養細胞に90代継代した弱毒生ワ
クチンを開発し42），国連食糧農業機関が1993年に開始し
た牛疫撲滅プログラムで使用された．凍結乾燥された本
ワクチンはアフリカ等の熱帯地域でも有効性を維持し，
牛疫の発生は2001年ケニアの水牛が最後となった．2007
年以降血清サーベイランスに切り替え，野外ウイルスに
よる抗体陽性例がないことを確認し，2011年国際獣疫事
務局（OIE）が牛疫の根絶を宣言した．

2 ．ワクチンの効果
天然痘ワクチンと牛疫ワクチン以外のワクチンでも感

染症をコントロールしたワクチンが多くある．日本にお

ける事例を 2 ・ 3 紹介する．
犬の狂犬病は，1950年には867頭の発生があったが，

狂犬病予防法に基づき狂犬病不活化ワクチン49）の義務
接種を行うことにより1957年には発生がなくなり，以降
日本は狂犬病清浄国を維持している．

豚熱（豚コレラ）は，1960年代に年間 2 万頭の発生が
あった．当時は不活化ワクチンが使用されていたが，効
果が十分でなかった．1969年から弱毒GPE−株47）による
生ワクチンが使用された．本ワクチンの特徴は，接種後
3 日で感染防御するという極めて有効なワクチンであっ
たことから，この生ワクチンの使用に伴い，豚熱の発生
は激減し，2007年には撲滅を宣言し，2015年OIEから豚
熱清浄国のステータスが認定された．豚熱は2018年 9 月
岐阜県で再発し，野生イノシシでの感染が防疫を困難に
しているが，2019年10月からの豚へのワクチン接種によ
り豚での発生が抑えられている．

ニューカッスル病は，1967〜1968年には年間200万羽
の鶏に発生があったが，不活化ワクチンからB1株を用
いた生ワクチン21）に切り替えたところ発生が激減し，
現在でもワクチン接種することにより確実に発生を抑え
ている．

このようにワクチンは，感染症を防ぐために無くては
ならない医薬品である．このことは，医薬品の販売高に
おいても如実に示されている（図 2 ）．日本における動
物用医薬品の販売高は，800〜1,100億円台で推移してい
る29）．2000年までは感染症に対して抗菌薬による治療が
主に行われ，その販売高は50％を占めていたが，2005年
以降はワクチン等の生物学的製剤の販売高が抗菌薬を上
回るようになり，2014年にはワクチン等の販売高が40％
近くを占めるようになった．このことは，一戸当たりの
飼養頭羽数の増加に伴い，感染による被害拡大を防ぐ方
策としてワクチンによる予防に重点が移っていることを
示している．

図 2 ．動物用医薬品販売高の推移
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や局長通知で示されており，その詳細は成書26）を参考
にされたい．

3 ．承認審査の流れ
承認審査の流れを図 3 に示す．ワクチン開発メーカー

から提出された承認申請書は，先ず農林水産省動物医薬
品検査所（魚用ワクチンの場合は農林水産省消費・安全
局畜水産安全管理課水産安全室）で事務局審査が行われ
る．事務局審査が終了し添付資料等の整備が終われば，
薬事・食品衛生審議会に諮問され，調査会，部会，薬事
分科会の三段階で審査を受ける．更に，食用動物に使用
するワクチンの場合には，内閣府食品安全委員会でワク
チンが接種された動物由来の食品（肉，乳，卵等）につ
いて人の健康に与える影響が評価される．これらの審査
及び評価の結果，承認して差し支えないとの結論が出た
場合に農林水産大臣が承認を与える．

4 ．ワクチンの国家検定
ワクチンは，製造したロット毎に国家検定に申請しな

ければならず，国家検定に合格したロットだけが市販で
きる（法第43条）．国家検定は，動物用生物学的製剤検
定基準に基づき動物医薬品検査所で実施されている．
1 ）	国家検定の変遷

2008年にシードロットシステムが導入され，シード
ロット製剤として承認されたワクチンは，原則国家検定
の対象から除外されるようになった28，31）．ただし，①家
畜伝染病予防法第 2 条の家畜伝染病を対象とするワクチ
ン，②狂犬病予防法で接種が義務付けられている狂犬病
のワクチン及び③新規に承認され再審査中のワクチン

Ⅲ．ワクチンの法規制

ワクチンを含む医薬品は，「医薬品，医療機器等の品
質，有効性及び安全性の確保に関する法律」（医薬品医
療機器等法：旧薬事法）により規制されている．本法
は，人用の医薬品等に関する法律であるが，専ら動物に
使用する医薬品等に関しては，「厚生労働大臣」や「厚
生労働省令」は，「農林水産大臣」，「農林水産省令」と
それぞれ読み替えることとなっている（法第83条）．

1 ．ワクチンを製造販売するためには
ワクチンを含む医薬品は，人や動物に強く作用し，場

合によってはそれらの生命を奪うこともあり，誰でも製
造販売できるような物ではなく，医薬品医療機器等法
上，大臣の許可及び承認を受けた者でなければ製造販売
をしてはならないと規制されている．ワクチンを製造販
売するためには，①法第12条の製造販売業の許可，②法
第13条の製造業の許可及び③法第14条の製造販売の承認

（品目ごとの承認）が必要である．②は，医薬品を製造
する工場（製造所）の許可であり，工場を持たない者は
製造を他者に委託することができる．

2 ．ワクチンの製造販売の承認
ワクチンの製造販売をしようとする者は，品目ごとに

その製造販売について大臣の承認を受けなければならな
い（法第14条第 1 項）．ワクチンの製造販売業者は，有
効性，安全性及び品質の良さを証明した試験成績資料を
添付して申請する（法第14条第 3 項）．具体的な試験資
料は，動物用医薬品等取締規則（以下「規則」）第26条

図 3 ．承認審査の流れ
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（①及び②を除く）は検定が実施されている．混合ワク
チンの場合，例えば「ニューカッスル病・鶏伝染性気管
支炎生ワクチン」は，家畜伝染病であるニューカッスル
病のワクチンが含まれるので，検定対象製剤であるが，
検定はニューカッスル病についてのみ実施され，鶏伝染
性気管支炎については実施されない．なお，検定項目も
合理化され，生ワクチンの場合はウイルス含有量試験又
は生菌数試験，不活化ワクチンの場合は力価試験のみが
現物のワクチンを用いて実施されている．

2020年 1 月時点で240製剤がシードロット製剤として
承認されている．シードロット製剤は，一般的名称の末
尾に（シード）と記載して区別される．例えば，イバラ
キ病生ワクチンの場合「イバラキ病生ワクチン（シー
ド）」と記載されていれば，シードロット製剤として承
認されたワクチンのことである．
2 ）	書面審査の導入

2019年 9 月からは，国家検定の申請の際に製造工程全
体に渡る記録等を要約した書類（要約書；Summary�
Lot�Protocol）の添付が義務化され，当該書類の書面審
査を行う制度（製造・試験記録等要約書（SLP）審査制
度）が導入された32）．本制度の導入に伴い，上記 1 ）の
③のワクチンについては書面審査のみで現物を用いた試
験は実施されないこととなった（図 4 ）．

5 ．ワクチンの適正使用のための法的規制
1 ）ワクチンの販売規制

動物用医薬品のうち，①使用に当たって獣医師の専門
的な知識と技術を必要とするもの，②副作用の強いも
の，③病原菌に対して耐性を生じやすいもの，④使用期
間中獣医師の特別の指導等を必要とするものを要指示医
薬品として農林水産大臣が指定している．ワクチンも要
指示医薬品である．薬局開設者又は医薬品の販売業者
は，獣医師からの処方せんの交付又は指示を受けた者以

外に要指示医薬品を販売・授与してはならないとされて
いる（法第49条）．この規定に反して販売した販売業者
には， 3 年以下の懲役若しくは300万円以下の罰金が科
せられる．なお，ワクチンのうち鶏痘ワクチンは，使用
法が簡単であること，長期間安全に使用されてきたこと
から要指示医薬品から除外されている．要指示医薬品の
制度は，販売規制であるが，上記の指定理由からもわか
るように，その使用に当たっては獣医師の指導等を受け
る必要がある．
2 ）獣医師法による規制

獣医師が診療を行うことなく，農家等の依頼に応じて
投与または処方した場合に，家畜の死亡，病原体のまん
延等の危害が生じる恐れのある医薬品については，その
投与・処方にあたっては獣医師自らが診察することが義
務付けられている（獣医師法第18条）．ワクチンもこの
ような要診察医薬品に指定されており，この規定に違反
した獣医師には20万円以下の罰金が科せられる．

なお，獣医師法第18条の「診察」とは，獣医学的見地
からみて疾病に対して一応の診断を下しうる程度の行為
をいい，獣医師が自ら定期的に巡回して当該農場の飼育
動物の健康状態を把握している場合等において，飼育者
から病状の聴取等をもって行うものも含まれる．

6 ．未承認ワクチン
2010年宮崎県で発生した口蹄疫の際使用された口蹄疫

不活化ワクチン及び2019年岐阜県等で発生した豚熱で使
用されているイノシシ用の経口生ワクチンは，いずれも
日本で承認されていない海外のワクチンである．このよ
うな未承認のワクチンが日本で使用できる理由は以下の
法的根拠による．

医薬品医療機器等法第83条の 2 で製造業の許可業者で
なければ動物用医薬品の製造及び輸入が禁止されている

（動物用医薬品の製造及び輸入の禁止）．しかし，この禁

図 4 ．国家検定における要約書審査

・シードロット製剤は原則国家検定の対象から除外
・ただし以下のワクチンは検定を実施

検定を実施するワクチン
要約書(SLP)審査
（2019年から）

現物を用いた
試験＊

法定家畜伝染病を対象とする
ワクチン

〇 〇

狂犬病ワクチン 〇 〇

上記以外の再審査中のワクチン 〇 ×

＊生ワクチン ：ウイルス含有量試験・生菌数試験

不活化ワクチン：力価試験
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2 ．混合ワクチン
家畜の飼養頭羽数の増大につれ，ワクチン接種の省力

化が求められ，混合ワクチンや多価ワクチンが市販され
るようになった．混合ワクチンとは，複数の感染症を予
防するため 2 種類以上のワクチンを混合したもので， 1
種類のみの場合，単味ワクチンと称している．同一の感
染症で複数の血清型がある場合，それらを混合したワク
チンを多価ワクチンと呼ぶが，表 2 では混合ワクチンに
含めてある．多価ワクチンの例として，鶏伝染性コリー
ザA型とC型が，また，牛ウイルス性下痢（BVD）で
はⅠ型とⅡ型を混合したワクチン等が市販されている．
混合ワクチンの比率は，55％で単味より少し多い．

表 2 にも示すが，混合ワクチンには生ワクチン同士あ
るいは不活化ワクチン同士を混合するものが主である
が，中には生ワクチンと不活化ワクチンを混合したもの
もある．牛用ウイルスワクチンでは牛伝染性鼻気管炎ウ
イルス等が生で，BVDウイルスが不活化された製剤が
あるが，BVD生ワクチンは妊娠牛等に接種できないこ
とから，このような製剤設計となった．

ワクチンの名称として商品名の他に「一般的名称」が
あり，ワクチンの添付文書には両方が記載されている．
しかし，動物用生物学的製剤基準や成書では一般的名称
で記載されている．混合ワクチンの一般的名称をつける
ルールとして，生ワクチンのみの混合の場合は「混合生
ワクチン」，不活化ワクチンのみの混合の場合は「混合
不活化ワクチン」，生と不活化が混合されている場合は
単に「混合ワクチン」とされているので，一般的名称か
ら混合の状態が推測できる．

3 ．油性アジュバントワクチン
アジュバントは，ワクチンの抗原性を高めるために添

加される物質である．ワクチン接種の省力化は，ワクチ
ンの種類が多くかつ何回も接種しなければならない畜産
農家にとって切実な要望であった．混合ワクチン化する

止規定には，試験研究の目的で使用するために製造又は
輸入をする場合その他の農林水産省令で定める場合に
は，適用しないという例外規定（同条第 3 項）が設けら
れているからである．農林水産省令である規則第213条
第 1 項の第 4 号で，国や都道府県が家畜伝染病の予防の
目的で使用するために未承認の生物学的製剤を輸入（製
造）できることが定められている．なお，家畜伝染病予
防法第50条では，未承認の生物学的製剤は都道府県知事
の許可を受けなければ使用してはならないとされている
ので，使用に当たっては都道府県知事の許可が必要とな
る．

Ⅳ．市販ワクチンの現状

1 ．市販ワクチンの種類
日本で市販されている家畜用ワクチンの種類を対象家

畜別に表 1 に示す（2018年度）30）．全体で132種類も市
販されており，豚用ワクチン及び鶏用ワクチンが45種類
と多い．生ワクチンより不活化ワクチンが約 2 倍も多
く，魚用ワクチンは全て不活化ワクチンである．これ
は，1998年水産庁長官より魚用ワクチンの実用化は当
面，不活化ワクチンのみとする通知が出されているため
である52）．

表 1 ．日本で市販されている家畜用ワクチンの種類

家畜種 生ワクチン
不活化
ワクチン

生・不活化
混合ワクチン

合計

牛 7 15 2 24

馬 1 6 0 7

豚 14 30 1 45

鶏 21 24 0 45

魚 0 11 0 11

計 43 86 3 132

表 2 ．混合ワクチンの比率

家畜種
単味
生

単味
不活化

混合
生

混合
不活化

混合
生・不活化

混合ワクチン
の比率(%)

牛 4 2 3 13 2 75

馬 1 3 0 3 0 43

豚 10 11 4 19 1 53

鶏 16 9 5 15 0 44

魚 0 4 0 7 0 64

計 31 29 12 57 3 55
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以外の方法として実用化されたのが油性アジュバントワ
クチンで，免疫を長期間持続させたものである．1990年
に市販されたニューカッスル病（油性アジュバント加）
不活化ワクチンでは，それまで 3 か月間程度であった免
疫持続期間が 1 年間以上の免疫持続が可能となった．
2018年度現在，鶏用の不活化ワクチンは，油性アジュバ
ント製剤が主流を占め（40％），豚用ワクチン（20％）
にも応用されている．

なお，アジュバントが添加されたワクチンの一般的名
称として，古くから使用されている水酸化アルミニウム
やリン酸アルミニウムが添加されたワクチンは，単に

「○○（アジュバント加）不活化ワクチン」，流動パラ
フィン等の油性アジュバントが添加されたワクチンは，

「○○（油性アジュバント加）不活化ワクチン」とされ
る．近年ではカルボキシビニルポリマーや酢酸トコフェ
ロール等も使用され，それぞれ括弧書きで記載されてい
る．

4 ．食用動物に用いるアジュバント加ワクチンの使用制
限期間の見直し

上述のように，免疫の長期間の持続を図るため，油性
アジュバント等を加えたワクチンが多く承認されてい
る．これらのワクチンでは接種部位にアジュバントが長
期間残存することから，食肉としての安全性に配慮し，
接種部位からアジュバントが消失するまで当該動物をと
畜場又は食鳥処理場に出荷しないことで対応していた．
この期間を「使用制限期間」と呼んでおり，その旨が使
用上の注意としてワクチンの添付文書に記載されてい
た．使用制限期間は，製剤ごとに決められており，鶏用
ワクチンでは60週間と長いものもあった．

しかし，2015年からは，畜水産物の安全を的確に確保
する観点から，使用制限期間の設定の考え方を，注射部
位からのアジュバント等の異物の消失に基づく方法か
ら，アジュバント等添加剤として含まれる成分の人への
健康影響評価に基づく方法に変更された．食品健康影響
評価済みの成分（ワクチンの添加剤として使用される限
りにおいて人への健康影響は無視できると考えられる成
分）のみを添加剤として使用するアジュバント加ワクチ
ンについては，使用制限期間の設定を要しなくなった．
その結果，ほとんどのアジュバント加ワクチンで使用制
限期間がなくなった．

ただし，「と畜場法」では生物学的製剤により著しい
反応を呈しているものはと殺・解体が禁止されており，
生物学的製剤を注射して20日以内の家畜の検査申請は受
け付けないとの通知16）が出されているので注意が必要
である．

Ⅴ．ワクチン接種の注意点

家畜用のワクチンは，上述のごとく多数市販されてい
る．個々のワクチンの特徴や使用法の詳細は，成書に譲
り，ここではワクチン接種に関する一般的な注意点を解
説する．

1 ．ワクチンの選択と保管
ワクチンは，不活化ワクチンと生ワクチンに大別され

る．文字通り，ワクチンの本体であるウイルス株や細菌
株が生きているもの（感染性があるもの）を生ワクチ
ン，不活化され感染性がないものを不活化ワクチンと呼
ぶ．なお，細菌の毒素をホルマリン等で不活化したトキ
ソイドも不活化ワクチンの範疇である．生ワクチンは，
接種された動物の体内で増殖し，液性免疫だけでなく細
胞性免疫も惹起し，その結果，免疫の持続が長いという
特徴を持つ．不活化ワクチンは体内増殖がないため，接
種量（抗原量）を多くし，かつ免疫効果を上げるために
アジュバントが必要となる．ワクチンの使用に当たって
は，先ず，生ワクチンと不活化ワクチンの特徴を理解し
た上で選択することが重要である．

ワクチンは，上述のとおり要指示医薬品に指定されて
いるため，獣医師の処方せんの交付又は指示を受けなけ
れば購入できないことになっている．その貯蔵方法とし
て通常， 2 〜10℃となっており，直射日光，加温又は凍
結により品質が保てなくなるので，冷蔵庫に保管しなけ
ればならない．なお，鶏用ワクチンのうちマレック病ワ
クチンは液体窒素で，マイコプラズマ・ガリセプチカム
とマイコプラズマ・シノビエ感染症凍結生ワクチンは−
20℃で保管することとなっている．

2 ．用法用量を守り使用上の注意をよく読む
最近，テレビで「医薬品は用法用量を守り，使用上の

注意をよく読んで正しく使いましょう」というコマー
シャルが流れているが，ワクチンを使用する際にも同様
である．
1 ）用法用量の厳守

用法とは「皮下注射」などの接種方法・経路のことで
あり，用量とは「1mL」などの接種量のことである．ワ
クチンの開発にあっては，基礎的な試験や野外臨床試験
を実施してこの用法用量を定めており，その他の用法用
量では安全性や有効性が保証できないので，用法用量は
厳守しなければならない．

接種時の注意としてワクチンは，よく振り混ぜて均一
にする．雑菌等の混入を避けるため，ワクチン容器のゴ
ム栓の消毒，接種部位の消毒を行い，滅菌済みの注射器



171平山：日本の家畜用ワクチンの現状と将来展望

同時注射すると，ウイルス間の相互干渉作用により効果
が抑制されるので，2�週間以上の間隔をあけること」と
されている．

3 ．ワクチンの接種適期
ワクチンの接種時期に大きな影響を与えるのが親から

移行する抗体レベルである．
1 ）抗体移行の様式

親から子への抗体移行の様式は，動物種による胎盤構
造により異なる（表 3 ）．人では母親の血清濃度と同レ
ベルにまでIgGが胎生期に移行し，生後，IgA，IgMが
乳により移行する．これに対して牛，豚，馬では胎生期
に抗体は全く移行しないで，初乳を飲むことで抗体が子
に移行する．牛では初乳，通常乳ともIgGが主体である
が，豚，馬では初乳はIgGが主体で，通常乳はIgAが主
体となる．一方，犬・猫では胎生期にIgGが少し移行
し，初乳，通常乳でIgG，IgAが移行する．当然のこと
であるが，初乳を十分に飲ませることにより親と同レベ
ルのIgGが移行する．初乳の必要量として，生後 2 時間
以内に子牛の体重の 4 ％，24時間までに合計10％の初乳
を飲ませることが重要と言われている．その理由は以下
のとおりである．

①　�新生子牛の腸管は，生後から24〜36時間までの間
は，免疫グロブリンのような大きな分子であって
もそのまま吸収できようになっている．

②　�母牛は分娩の経過と共に初乳中のIgG濃度が低下
していき，分娩後 2 時間がピークである．

2 ）ワクチン接種適期
ワクチンの接種時期の注意点を図 5 に示す．出生後の

動物は，親からの移行抗体をもらうため，特に生ワクチ
ンの接種には注意を要する．移行抗体は，一般的には生
後 3 ヵ月齢で消失するので，その時期（図中の③）での
接種が推奨される．移行抗体の高い時期（図中の①）に
接種された生ワクチンは，移行抗体により中和され，体
内で増殖することができず，抗体が産生されない．

（特に注射針）は 1 頭ごとに取り替える．注射針の使い
回しは，感染拡大につながるので避けなければならな
い．使い残りのワクチンは，雑菌の混入や効力の低下の
恐れがあるので使用すべきでない．
2 ）使用上の注意

使用上の注意は，基本的事項と専門的事項に大別され
ワクチンの添付文書に記載されている．全てのワクチン
に共通する注意が多く記載されているが，当該ワクチン
のみの注意があるので，よく読むことが必要である．使
用上の専門的事項として①警告，②対象動物の使用制限
等，③重要な基本的注意，④相互作用等が記載されてい
るので，必ず使用前に読み，それらの指示に従わなけれ
ばならない．

警告の例としては，BVDに対する生ワクチン株は，
胎子に感染し持続感染牛を生じさせることから，BVD
生ワクチンを含む混合生ワクチンは，「妊娠牛，交配後
間がないもの又は 3 週間以内に種付けを予定している牛
には接種しないこと」とされている．

重要な基本的注意の例としては，豚繁殖・呼吸障害症
候群（PRRS）生ワクチンでは，「PRRS陰性農場では使
用しないこと．PRRS汚染農場にPRRS陰性豚を導入す
る際にワクチンを投与する場合，ワクチン株が繁殖用豚
へ伝播する機会を減少させるために，ワクチンを投与し
た豚を接種後 6 週間は繁殖用豚から隔離して飼育するこ
と．ワクチンウイルスは投与豚から排泄され水平感染す
る場合があるので，妊娠中の雌豚及び繁殖用種雄豚へワ
クチンウイルスが伝播しないように投与豚（群）の飼育
管理には注意すること．野外ウイルスが体内で増殖して
いる豚にワクチンを投与した場合，ワクチン株と野外ウ
イルスの組換えが起こる可能性が否定できない．本剤を
幼若な豚に投与する場合，母子免疫の影響を受けてワク
チン効果が抑制されることがある．」と多くの注意が記
載されている．

相互作用の例としては，アカバネ病生ワクチンは，
「イバラキ病生ワクチンあるいは牛流行熱生ワクチンを

表 3 ．動物種による移行抗体の違い

動物種 胎盤構造 出生前の抗体レベル 出生後の抗体レベル

牛 結合織絨毛型 － ＋＋＋

豚、馬 上皮絨毛型 － ＋＋＋

犬、猫 内皮絨毛型 ＋ ＋＋

人 血絨毛型 ＋＋＋ ±
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一方，親の抗体価や子の移行抗体価を測定するのは，
費用や時間がかかり現実的ではなく，個体毎の抗体価レ
ベルも一様ではない．また，移行抗体が完全に低下する
までワクチン接種をしないことは，感染のリスクが増加
することとなる．このため，移行抗体消失前にワクチン
を接種し， 1 ヵ月程度後に再接種する方法がとられる場
合もある．

なお，犬用では抗体レベルを簡単に測定できる体外診
断薬が市販され，ワクチン接種時期の判断に使用されて
いる．多くの感染症についてこのような体外診断薬の開
発が待たれる．

4 ．接種後の注意
ワクチン接種後，少なくとも 2 日間は安静に努め，輸

送等は避けることが重要である．また，ワクチン接種後
の副作用，特に接種後短時間で起きるアナフィラキシー
ショックに注意しなければならない．エンドトキシンが
含まれる細菌性不活化ワクチン（牛サルモネラ症，牛大
腸菌性下痢症等の不活化ワクチン）は要注意である．

5 ．ワクチンの効能効果
1 ）ワクチンは必ず効くか

ワクチンの効能効果は，一般的には「○○病の予防」
であり，使用する方もワクチンを接種すれば完全に○○
病を予防できると期待している．しかし，接種した中に
は○○病に罹るものがあり，効果がなかったいうクレー
ムが出ることがある．この理由として①ワクチンの取扱
いや接種方法が不適切であった，②接種動物の健康状態
が悪かった，またはストレス状態にあった，③もともと
免疫能が低い個体であった，④移行抗体が高かった，⑤

超強毒株による感染があった等が考えられるので，日頃
からワクチン接種に注意したいものである．
2 ）感染予防か発症予防か
「○○病の予防」という効能効果には，感染そのもの

を防ぐ（感染予防）場合と発症を防ぐ（発症予防）場合
があり，見かけ上は区別できない．現在，市販されてい
るワクチンについて感染予防型か発症予防型かを区分け
することは困難であるが，ワクチン接種後強毒株で攻撃
し，その抗体価を測定することにより判別できる（図
6 ）．すなわち，攻撃後抗体価の変動がない場合は，感
染そのものを防ぎ，体内での増殖をさせなかった証であ
り，感染予防型ワクチンと判断できる．一方，攻撃後抗
体価が上昇する場合は，攻撃株の感染，体内での増殖を
完全に抑えられず，部分的な増殖を許したが，発症させ
るほどの増殖を防いだ証であり，発症予防型と判断でき
る．
3 ）効能効果の多様性

1990年以前のワクチンの効能効果は，ほとんど「○○
病の予防」であったが，1991年に承認された豚オーエス
キー病生ワクチンの効能効果は，豚オーエスキー病の発
症予防と，初めて「発症予防」とされた．本ワクチン
は，ヘルペスウイルスの特性である神経節への持続感染
を防止できないので，科学的にも妥当な効能効果であっ
た．その後，「マイコプラズマ・ガリセプチカム感染に
よる産卵率の低下の緩和」，「豚サーコウイルス 2 型感染
に起因する死亡率の低下，　発育不良豚の発生率の低
減，増体重の低下の改善，臨床症状の改善及びウイルス
血症発生率の軽減」等多様な効能効果が承認されるよう
になった．

このような効能効果の多様性は，ワクチンの効果を狭

図 5 ．ワクチンの接種時期

ワクチン接種時期

抗 ① ② ③

体

価

移行抗体

感染防御に
必要な抗体価

0 1 2 3 4 5 6 7
出生後月例

━：移行抗体
━：②でワクチン接種した際の抗体
━：③でワクチン接種した際の抗体
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弱毒株（Ⅱ苗）は，30〜35℃で培養しても強毒株に復帰
することがなく，強毒株の攻撃に耐える免疫原性を保持
していた．そこで，1881年，60頭の羊を用いて野外の農
場で公開試験を行った．先ず25頭により長く（24日間）
高温で培養した菌（Ⅰ苗）を接種し，12日後Ⅱ苗を追加
接種し，その 2 週後に強毒株で攻撃した．攻撃 2 日後，
25頭の対照群のうち22頭は死亡， 3 頭も瀕死状態であっ
たが，免疫した群の25頭と無投与無攻撃の10頭はいずれ
も異常が見られなかった15）．この炭疽菌Ⅱ苗は，多くの
国で生ワクチンとして使用され，日本でも1977年度まで
市販されていた．この弱毒生ワクチンの開発から100年
後の1983年にMikesellらにより，� 高温培養することで
110メガダルトンのプラスミドが脱落し弱毒化されるこ
とが証明された22）．
3 ）異種動物での継代

Pasteurは，狂犬病に自然感染した犬の脊髄をウサギ
の脳硬膜に接種し，継代を繰り返したところ，平均14日
間であったウサギでの潜伏期間（ウイルス接種から発症
するまでの期間）が徐々に短縮し，継代90代で 7 日間に

い範囲で捉え，使用者にも誤解されないようにとの意図
でもあるが，ワクチン開発を容易に行えるようにした契
機にもなった．

Ⅵ．ワクチンの将来展望

1 ．これまでのワクチン株の作出方法
Jennerの天然痘ワクチンは，同属異種ウイルスを用

いた自然の弱毒生ワクチンであったが，Pasteurは，人
為的に変異させた弱毒株を用いるワクチンを開発し，そ
の後のワクチン開発の基礎を築いた（表 4 ）．
1 ）長期間培養

Pasteur は， 家 禽 コ レ ラ の 病 原 菌（Pasteurella 
multocida）をたまたま培養したまま長期間放置してい
て，その菌をヒヨコに接種したが発症しなかった．そこ
で，これらのヒヨコに新鮮培養菌を再接種したところ，
新たに準備したヒヨコは全て発症したにもかかわらず，
これらのヒヨコは発症しないことを観察し，ワクチンと
して使用できることを偶然に発見した．その後， 8 か月
間まで培養期間を延ばし，経時的に病原性を調べた論文
を1880年に発表した 6 ）．
2 ）高温培養

1880年頃フランスでは牛及び羊の炭疽が大きな被害を
出していた．Pasteurは，鶏が炭疽菌に対して抵抗力が
強いことに着目し，鶏の体温に近い42〜43℃という高温
で培養したところ，病原性が弱くなってくることを発見
した．10頭中10頭の羊を殺す菌が，高温で 8 日間培養す
ると 4 〜 5 頭しか殺さなくなり，10〜12日間培養すると
もはや 1 頭も死亡させることがなくなった．しかもこの

図 6 ．感染予防か発症予防か

ワクチン接種 1ヵ月後に強毒株で攻撃

攻撃3週間後に抗体価を測定
し、攻撃前の抗体価と比較

抗体価の変動
なし 抗体価上昇

感染予防 発症予防

表 4 ．Pasteurの弱毒生ワクチン株の作出方法

作出方法 病原体 開発年

長期間培養 Pasteurella multucida 1880年

高温培養 炭疽菌 1881年

異種動物での継代 狂犬病ウイルス 1885年
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一定することを発見した．不定であった潜伏期間が 7 日
間に固定されたことから，固定毒（fixed�virus）と呼
び，野外で流行しているウイルスを街上毒（street�
virus）と呼ぶ．固定毒は，街上毒と比べると末梢から
の感染性が低くなっているが，そのままワクチンとする
のにはまだ病原性が強かった．Pasteurは，水酸化カリ
ウムを入れたビンに固定毒感染ウサギの脊髄を吊し乾燥
させることにより減毒を図った．この乾燥固定毒を狂犬
病の犬に咬まれた少年に応用した．11日間で13回（ 2 及
び 3 日目は朝夕の 2 回），最初は15日間乾燥したもの，
その後順次乾燥日数を短くしたもの，最後は乾燥 1 日間
のものを接種し，発病を防ぐことに成功した49）．

なお，ワクチンは，通常感染症を予防するために当該
病原体に感染する前に接種（暴露前予防）するが，狂犬
病では潜伏期が長いため，人が狂犬病感染動物に咬まれ
た後にワクチンを接種し発症を防ぐことが可能で，暴露
後予防と称されている．

2 ．現在と将来のワクチン株作出方法
1 ）従来法

これまで開発されたワクチン株の作出方法の多くは，
Pasteurの方法の踏襲か応用である．すなわち，①何回
も継代を繰り返す方法（長期間培養の一種），②25〜
32℃の低温培養（ウイルスの場合），③発育鶏卵や培養
細胞を用いた異種宿主での継代の 3 種類である．これら
の方法により，被害の大きな急性感染症に対する多くの
ワクチンが開発された．

20世紀前半までは，牛疫や狂犬病ウイルスのように，
動物での継代を繰り返すことにより弱毒株が作出され
た．20世紀後半に入ると，細胞培養が普及し始め，ウイ
ルスの分離・継代に用いられるようになり，弱毒株の作
出にも盛んに応用された．更に低温培養での継代により
多くの弱毒株が作製された．例えば，当時の家畜衛生試
験場で開発された牛伝染性鼻気管炎ウイルスのNo.758-
43株13），アカバネウイルスのTS-C2�株17），豚パルボウイ
ルスのHT−/SK�株 7 ）は，現在も弱毒生ワクチンの製造
用株として用いられている．
2 ）遺伝子組換え技術

1970年代に開発された遺伝子組換え技術は，ワクチン
開発にも応用された．

これには①病原遺伝子を削除した遺伝子欠損ワクチ
ン，②抗原遺伝子を他種の微生物に組み込んだサブユ
ニットワクチン，③抗原遺伝子を他の弱毒生ワクチン株
等に組み込んだ遺伝子組換え生ワクチン，④プラスミド
という環状のDNAに病原体の抗原遺伝子を組み込んだ
DNAワクチン，⑤メッセンジャーRNA（mRNA）ワク

チン等があり，盛んに開発されている．
（ 1）	　遺伝子欠損ワクチン

日本で最初に承認された（1991年）遺伝子欠損ワクチ
ンは，豚オーエスキー病生ワクチンである 9 ）．本ワクチ
ン株は，糖たん白gⅠ遺伝子等が自然欠損したもので遺
伝子組換え技術によるものではない．なお，本ワクチン
の承認に当たっては，ワクチン抗体と自然感染抗体を識
別する診断キットが同時に承認されたが，薬事行政にお
ける画期的なことであった．これによりオーエスキー病
の防疫体制を構築することが可能となった．家畜防疫に
とって，ワクチン抗体と自然感染抗体を識別すること

（differentiating� infected� from�vaccinated� animals:　
DIVA）が重要であり，その目的で使用されるワクチン
をDIVAワクチンとも称されるが，豚オーエスキー病生
ワクチンはその先がけであった．

その後に市販された（2013年）遺伝子欠損ワクチン
は，馬鼻肺炎生ワクチンで糖たん白�gE�遺伝子を欠損し
たものである37）．
（ 2）　サブユニットワクチン

感染防御を担う抗原遺伝子のみを他種の微生物に組み
込み，発現した抗原を精製しワクチンとしたものであ
る．人用ワクチンでは培養が困難であったB型肝炎ウイ
ルスの表面蛋白の遺伝子を酵母で発現させ，ワクチンと
したものが1988年に市販された．動物用ワクチンで最初
に（1996年）市販されたのは，猫白血病ウイルスのエン
ベロープ糖たん白遺伝子を大腸菌で発現させたワクチン
でフランスからの輸入であった（表 5 ）．一方，1989年
〜1993年に当時の動物用生物学的製剤協会が国からの補
助を受け，遺伝子組換え技術を用いロイコチトゾーン病
ワクチンの開発研究事業を実施していた．本事業では，
Leucocytozoon caulleryiの第 2 代シゾントが主な感染防
御抗原となることが示され，クローニングした遺伝子を
大腸菌で発現し，ワクチン開発に成功した12）．ワクチン
として市販されたのは2000年と遅かったが，本事業は，
わが国の動物用生物学的製剤の開発に遺伝子組換え技術
を普及させる契機となった．その後，表 5 に示すように
多くのサブユニットワクチンが市販されている．

なお，抗原の発現系として植物を応用する試みもなさ
れている．ニューカッスル病ウイルスのヘマグルチニン
及びノイラミニダーゼをタバコの浮遊培養細胞で発現さ
せたワクチンが2006年アメリカで市販された40）．植物を
発現系とする研究は，後述するように食べるワクチンと
して開発されているが，このニューカッスル病ワクチン
は皮下注射型のワクチンである．
（ 3）	組換え生ワクチン

1982年Paoletti38）及びMoss19）のグループは，ワクシ
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されていない．また，豚丹毒菌等の細菌ベクターを用い
る研究も盛んに行われているが34，48），まだ実用化された
ものはない．
（ 4）	　DNAワクチン

哺乳類の細胞内で機能する発現プロモーター（人サイ
トメガロウイルスが良く使用される．）の下流に病原体
の抗原遺伝子を挿入したプラスミドがDNAワクチンで
ある．DNAワクチンの特徴23，44）として，①病原体の遺
伝子配列が決まれば，直ぐに製造に取り掛かれる，②細
胞内に取り込まれたDNAからmRNAが転写され，抗原
タンパク質が作られるので，本来の病原体の感染成立過
程と同様に免疫系に作用し，抗体と共に強い細胞性免疫
が誘導できる，③生きた病原体を使用しないので安全で
ある，④プラスミドは大腸菌等で安価に大量製造できる
等の利点がある．一方，ほとんどないとされているが宿
主ゲノムへの組込み，がん遺伝子の活性化，抗核酸抗体
の産生等の不安が指摘されている．人用ワクチンとして
多くの感染症で開発が試みられたが，まだ承認されたも
のがない．現在開発が急がれているCOVID-19に対する
DNAワクチンが承認されるか注目される．一方，動物
用ワクチンとしては，2005年にカナダでサケ科魚類の伝
染性造血器壊死症27），並びに米国で馬用のウエストナイ
ルウイルス感染症 2 ）のDNAワクチンが世界で初めて承
認された．この 2 種類のDNAワクチンの用法は，いず
れも筋肉内注射である．感染症に対するDNAワクチン
として承認されているのはこの 2 種類だけであるが，お
そらく投与された動物細胞への遺伝子の導入効率や抗原
発現効率が高いことにより有効性が発揮されたものと思

ニアウイルスに外来抗原遺伝子を挿入して組換え生ワク
チンが作製できるという考えを発表し，その後多くの感
染症で組換え生ワクチンの開発が試みられた46）．1990年
には鶏痘ウイルスにニューカッスル病ウイルスの�
HN 1 ， 5 ）あるいはF遺伝子54）を挿入する報告が相次いで
なされ，1994年米国でニューカッスル病ウイルスのF遺
伝子を鶏痘生ワクチンウイルス株に組み込んだ世界初の
組換え生ワクチンが承認された14）．その後，鶏痘ウイル
スをベクターとする鳥インフルエンザ，伝染性喉頭気管
炎，鶏脳脊髄炎等のワクチンが主に米国やカナダで市販
されている．

日本で最初の組換え生ワクチンは，ニューカッスル病
ウイルスのF遺伝子をマレック病Ⅰ型生ワクチン株に組
み込んだもの50）で，2010年に承認された10）．しかし，こ
のような組換え生ワクチンが接種された鶏肉を食べたく
ないという消費者に配慮して，承認を取ったメーカーは
ほとんど市販しなかったばかりか，当該ワクチンの承認
そのものを整理した．現在日本で市販されている組換え
生ワクチンは，2012年に承認された猫白血病に対するワ
クチンのみである35）．これは，カナリア痘ウイルスに猫
白血病ウイルスのenv，gag及びpol遺伝子の一部を組
み込んだものである．カナリア痘ウイルスは，哺乳動物
の体内では感染性ウイルス粒子を形成できないことか
ら，組換え生ウイルスが接種動物から排泄・伝播される
ことがない．なお，家畜用としてはカナリア痘ウイルス
をベクターとする馬インフルエンザとウエストナイルウ
イルス感染症のワクチンが米国等で承認されているが，
牛及び豚用ワクチンとしてまだ組換え生ワクチンが市販

表 5 ．遺伝子組換えサブユニットワクチン

対象動物 疾 病 名 発 現 系 承認年

豚
豚アクチノバシラス・
プルロニューモニエ感染症

豚アクチノバシラス・プルロニューモニエの無毒変異型毒素遺伝子を
組み込んだ大腸菌

1998

豚サーコウイルス感染症
豚サーコウイルス2型のORF2遺伝子を組み込んだバキュロウイルスを
感染させた昆虫細胞

2008

豚サーコウイルス感染症
豚サーコウイルス1型のORF2遺伝子を2型のORF2遺伝子に置換したキメ
ラウイルスを感染させた培養細胞

2009

豚丹毒
豚丹毒菌の表層防御抗原遺伝子を組み込んだブレビバチルス・チョー
シネンシス

2013

萎縮性鼻炎 無毒変異型皮膚壊死毒遺伝子を組み込んだ大腸菌 2015

鶏 鶏大腸菌症 F11 線毛抗原及びベロ細胞毒性抗原遺伝子を組み込んだ大腸菌 1999

ロイコチトゾーン病
ロイコチトゾーン・カウレリー第2代シゾントのR7遺伝子を組み込ん
だ大腸菌

2000

鶏伝染性コリーザ
ヘモフィルス・パラガリナルム（Ａ型菌及びＣ型菌）の組換え融合抗
原遺伝子を組み込んだ大腸菌

2013

猫 猫白血病 猫白血病ウイルスのエンベロープ糖たん遺伝子を組み込んだ大腸菌 1996
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われる．
なお，DNAの導入効率を上げる方法として遺伝子

銃，皮膚パッチ，エレクトロポレーション等の投与法が
試みられている．
（ 5）　mRNAワクチン

DNAワクチンは，細胞内でmRNAに転写され抗原た
ん白を合成するが，mRNAそのものを細胞内に送り込
むとの発想で開発されたのがmRNAワクチンである．
mRNAワクチンの開発は，周辺技術の進展により可能
となった．本来，mRNAは生体内では極めて不安定な
物質であるため，①mRNAの改変・最適化，②薬物輸
送システム（drug�delivery�system:　DDS）等の開発が
不可欠であった11）．①としては， 1 個のアミノ酸を決め
る配列（コドン）は複数あるので翻訳効率の高いコドン
に改変することや核酸分解酵素に対する耐性を向上させ
る修飾核酸の導入等である．②としては，mRNAを脂
質ナノ粒子43）やポリマー粒子に抱合させ，効率よく標
的細胞へ輸送させる方法が応用されている．なお，この
ようなDDSは，サブユニットワクチンや他の医薬品に
も応用可能であり，さらなる開発が望まれる．

mRNAワクチンのメリットを表 6 に示す．安全性に
関してはDNAワクチンの不安を解消し，極めて安全な
ワクチンである．有効性や開発性に関しては，DNAワ
クチンと同程度と思われる．これまで人用ワクチンとし
てインフルエンザ，ジカ熱，狂犬病，ヒト免疫不全ウイ
ルス感染症等で研究が進められているが承認されたもの
はない39）．狂犬病での報告45）では， 3 週間隔で 2 回皮内
に接種すると市販ワクチンと同程度の中和抗体がマウス
で産生され，脳内攻撃にも耐過し，抗体は 1 年間持続す
るという．また，新生子豚及び成豚においても抗体産生
を確認している．

COVID-19に対してもmRNAワクチンの開発が盛んに
進められており，承認されるか否か注目したい．おそら
く，DNAワクチンと同様に有効性が認められるか否か

にかかるものと思われる．mRNAワクチンの効果を高
める工夫として，①細胞内でmRNAを自己増殖させる
プロモーターを組み込み20），抗原の発現を高める，②ア
ジュバント効果を狙い，mRNAのポリアデニン配列の
部分にポリウラシルを結合させた 2 本鎖RNA構造を付
加する55）等の試みが行われている．
（ 6）　組換え植物による食べるワクチン

多くのワクチンの用法は筋肉内や皮下に注射するの
で，大規模経営となっている近年の畜産農家では接種す
る手間と経費が問題となっている．この改善策として，
病原体の感染防御抗原遺伝子を植物体に移入し，発現し
た抗原を食べさせるという経口ワクチンの開発が行われ
ている．ワクチンの種類としては上述したサブユニット
ワクチンの範疇である．発現用植物としてトウモロコシ
やコメが利用できれば，飼料にもなり有用性が増し，室
温でも保存できることから貯蔵・輸送の経費削減にもな
る．経口ワクチンは，特に粘膜感染する感染症に対して
有効性が期待され，粘膜ワクチンとも称されている．

まだ承認されたワクチンはないが，豚伝染性胃腸炎
（TGE）での試みを紹介する18，51）．トウモロコシの実に
TGEウイルスのスパイクたん白を発現させた経口ワク
チンを作製し，10日齢の子豚に経口投与し12日後に強毒
ウイルスで攻撃したところ，50％の子豚が発症防御し
た．また，市販のTGE生ワクチンで免疫した妊娠豚に
経口ワクチンを投与したところ，血中，初乳及び通常乳
の中和抗体の上昇がみられ，ブースター効果を確認し
た．経口ワクチンの実用化には，抗原の発現量を増加さ
せ胃酸や消化酵素による分解を防ぎ，確実に腸管粘膜ま
で到達させる工夫が求められる．

なお，ワクチンではないが，2013年日本で世界初の遺
伝子組換え植物が動物用医薬品として承認された．イヌ
インターフェロンα- 4 遺伝子をイチゴに組み込み，イ
チゴの実を粉末とした製剤で，イヌの歯肉炎を軽減する
ものである53）．

3 ．開発が期待されるワクチン
1 ）未開発ワクチンの実用化

急性感染症に対するワクチンは，ほとんど開発された
が，慢性で難治性の感染症に対するワクチンの開発が望
まれている．例えば，牛伝染性リンパ腫（牛白血病），
ヨーネ病，ピロプラズマ症等の原虫症に対するワクチン
である．また，人の食中毒の原因菌を動物体内で減少さ
せるワクチンとして，既に鶏サルモネラ症ワクチンが市
販されているが，カンピロバクターや大腸菌O157に対
するワクチンが求められている．

表 6 ．mRNAワクチンのメリット

事項 メリット
安全性 病原体や毒素を用いない

宿主のゲノムに挿入されるリスクがない
標的細胞をがん化させる危険はない
標的細胞内で自然に消滅

有効性 抗体産生と細胞性免疫の活性化

開発性
標的とする抗原の遺伝子配列が決まれば直ち
に作成
新興感染症に対応できる
mRNAは容易・大量に製造可能
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2 ）現行ワクチンの改良
安全性，有効性，利便性等を求めて現行ワクチンを改

良することも重要であり，以下の課題の克服が求められ
る．①免疫持続に優れ，かつ接種部位での炎症が少ない
アジュバントの開発，②接種時期が近いもの同士の混合
化，③逆にブースター効果を上げるための単味ワクチン
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3 ）新技術を用いたワクチン開発

未開発ワクチンの実用化や現行ワクチンの改良のた
め，遺伝子組換え技術を活用した開発が期待される．特
に上述した組換え生ワクチン，DNAワクチン，mRNA
ワクチン，食べるワクチン等に注目したい．また，リ
バースジェネティクス法41）を用いワクチン候補株をデ
ザインする方法を活用することにより，より早くワクチ
ン開発が進むものと思われる．

Ⅷ．おわりに

ワクチンには，感染症を撲滅させるような優れた効果
を発揮するものがある一方，単に症状を軽減する効果し
かないものもある．それぞれのワクチンの特徴を理解し
た上で適正に使用することが肝要である．ワクチンを接
種すると感染症に罹らないので，飼養管理の手間が省け
るという考えは大間違いである．飼養衛生管理基準を遵
守した上でワクチン接種を行えば，鬼に金棒であり，ワ
クチンを上手に使用し感染症をコントロールしたいもの
である．

COVID-19の流行により，ワクチン開発が世界の注目
を浴びており，遺伝子組換え技術等でこれまでにないワ
クチンが実用化するものと思われる．家畜用ワクチンに
も応用され，有効，安全で安価なワクチンが開発される
ことを期待する．
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パイン粕サイレージおよび紅茶粕が乳牛のルーメン発酵と 
乳生産に及ぼす影響
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Effect of pineapple bran silage and dried black tea residue on rumen 
fermentation and milk production in dairy cows
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Summary

The�objective�of� this�study�was� to� investigate� the�effects�of�pineapple�bran�silage� (PS)�and�dried�black�tea�
residue�(BR)�on�rumen�fermentation,�blood�metabolites�and�milk�production�in�dairy�cows.��In�trial�1,�five�Holstein�
cows�were�used�to�compare�the�diets�in�which�PS�replaced�corn�silage�at�rates�of�0�(Control�diet),�5%�(PS5�diet)�or�
10%� (PS10�diet)� in�dry�matter.� � In� trial�2,� seven�Holstein�cows�were�used� to�compare� the�diets� in�which�BR�
replaced�corn�silage�and�soybean�meal�at� rates�of�0� (Control�diet)�or�7%� (BR�diet)� in�dry�matter.� � In� trial�1,�
concentration�of�rumen�ammonia�was�similar�between�the�control�and�PS�diets,�while�that�of�volatile� fatty�acid�
increased�by�PS5�diet�before�feeding.��Proportion�of�propionic�acid�tended�to�be�higher�by�PS5�and�PS10.��Dry�
matter� intake,�milk�yield,�milk�composition,� and�milk�anti-oxidant�activity�were�similar�between� treatments.��
Palmitic�acid�contents�in�milk�of�cows�fed�PS5�and�PS10�diets�tended�to�be�higher�than�those�of�control�group.��In�
trial�2,�rumen�fermentation�was�not�affected�by�BR�diet,�but�concentration�of�plasma�non-esterified� fatty�acids�
increased�by�BR�diet.��Dry�matter�intake,�milk�production,�milk�somatic�cell�counts�and�anti-oxidant�activity�were�
not�affected�by�BR.��Proportion�of�conjugated�linoleic�acid�(CLA)�in�milk�fat�tended�to�be�increased�by�BR�diet.��
These�results�indicated�that�both�PS�and�BR�would�be�practically�possible�to�use�the�feedstuffs�as�the�“eco-feed”�
for�dairy�cows.��

Key�words：pineapple�bran,�black�tea�residue,�rumen�fermentation,�milk�production
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　序　　文

反芻家畜の生産では粗飼料と濃厚飼料の両方の安定供
給が必要であるが，わが国の飼料自給率は，粗飼料
77％，濃厚飼料12％，全体として25％で低く推移してい
る。輸入飼料に過度に依存した状況から国産飼料に立脚
した畜産経営を図るため，飼料自給率の向上をめざした
取組みが重要となっており，その一環として地域の未利
用資源や食品残渣等を利用したエコフィードの生産の拡
大が推進されている20）。

パイン粕は，パイナップルジュース製造時に廃棄され
る搾り粕や外皮で，繊維質を豊富に含み，またパイナッ
プル由来の有機酸を適度に含んでおり嗜好性が良いこと
から養牛用飼料として一部で利用されている。野中ら21）

およびSruamsiri�24）は，パイン粕を乾燥またはサイレー
ジ化した際の栄養成分量について，乾物（DM）当たり
粗タンパク質（CP）は 4 〜 8 ％，中性デタージェント
繊維（NDF）は60〜72％，可溶性糖類は40〜75％含ま
れていることを報告している。内田ら25）は，パイン粕の
可消化養分総量（TDN）は74％であり，エネルギー源
飼料としてかなり有効であるとしている。また本田ら10）

は，黒毛和種去勢牛へ粗飼料源としてパイン粕を給与し
たところ，牧草パンゴラグラス「トランスバーラ」の給
与と比較して肥育成績に差は無く，食感が柔かくなるな
ど肉質の改善が認められたことを報告している。しか
し，乳牛へパイン粕を給与した研究は少なく，特にルー
メン発酵や乳生産への影響に関しては明らかにされてい
ない。

また，近年，茶系飲料の消費が増大しており，茶殻が
大量に発生し，その多くは産業廃棄物として排出されて
いる。茶系飲料残渣はタンパク質を豊富に含み，飼料価
値が高いとされており，その一種の緑茶粕はサイレージ
化等により，乳牛への飼料利用が進められている 3 ， 4 ）。
茶葉にはカテキン等のポリフェノール化合物類が多く含
まれ，茶カテキン類には血圧上昇抑制作用，抗酸化作用
および抗菌性等，さまざまな効果があることが知られて
おり 8 ），水谷ら17）は緑茶抽出物の乳牛への給与が，暑熱
ストレスによる乳生産能低下の軽減に有効であると報告
している。一方で，ヤギにおける過去の試験において，
飼料乾物中の茶葉含量が多くなると，ルーメンの発酵に
影響して，生産性に負の影響を与えることが危惧されて
いる12）。しかし，紅茶粕が乳牛に与える影響についての
研究は少ない。

そこで本研究では，乳牛の粗飼料の一部代替として，
実験 1 ではパイナップルジュース搾り粕をサイレージ化
したパイン粕サイレージ（PS）を給与し，実験 2 では

紅茶抽出残渣を加熱乾燥させた乾燥紅茶粕（BR）を給
与し，ルーメン発酵，血液性状および乳生産に及ぼす影
響を検討して，これらのエコフィードの使用による乳生
産が可能であるかを明らかにすることを目的として試験
を行った。

材料および方法

本研究における動物実験は，東京農工大学農学部附属
広域都市圏フィールドサイエンス教育研究センターにお
いて，東京農工大学の「動物実験などに関する規定」に
基づいて実施した。

1 ．実験 1 ．パイン粕サイレージの給与がルーメン発酵
と乳生産に及ぼす影響

ホルスタイン種泌乳牛 5 頭（平均体重631�kg，平均乳
量22.4�kg/日，平均分娩後日数186日，平均産次数1.6）
を供試した。供試牛はフリーストール牛舎で飼養し，採
食，飲水，運動および休憩が自由にできるようにした。
給餌は 1 日 2 回（ 9 ：30，17：30）行い，搾乳はオート
タンデムミルキングパーラーで 1 日 2 回（ 9 ：00，17：
00）行い，乳量は自動的に記録した。

給与飼料の構成を表 1 に示した。主にトウモロコシサ
イレージ，ヘイキューブ，スーダン乾草と濃厚飼料から
成る基礎飼料を給与した対照区と，サイレージと濃厚飼
料の割合を減らし乾草を増やし，PSをDM当たり 5 ％
配合したPS5区と，同様に10％配合したPS10区を設定
し， 3 区の成分含量がほぼ同等になるように調製した。
PSの成分組成（DM％）は，CP；6.6，粗脂肪（EE）；
0.9，NDF；67.9，酸性デタージェント繊維（ADF）；
27.7であった。試験は，初めの 3 日間を基礎飼料を給与
した予備期とし，以後，PS5区，PS10区，対照区の順に
1 期14日間で全 3 期の泌乳試験を行った。各飼料は給与
前に混合し，TMRとして給与した。

乾物摂取量（DMI）と乳量は，各期最終 3 日間の平均
値を用いた。乳試料はミルクメーターに付けたオートサ
ンプラーで乳量に応じて自動的に採取し，朝・夕の牛乳
を乳量割合で合乳した後，乳成分測定に供した。乳脂
率，乳タンパク質率，乳糖率，無脂乳固形分率および全
固形分率は近赤外線自動分析機（Milko-Scan�133，Foss�
Electric，Hillerrød，Denmark） に よ り 測 定 し た。 ま
た，乳試料の一部を−80℃で凍結保存し，乳脂肪酸組成
の測定に供した。脂肪酸組成の測定は，Miyazawaら16）

の方法に準じて行った。ガスクロマトグラフはGC-14B
（島津製作所，京都）を用い，スプリット比；1/50で試
料注入した。カラムは溶解シリカ・キャピラリーカラム

（HR-SS-10，60�m×0.24�mm，ID，信和化工，京都）を
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コースはムロターゼ・GOD法によるグルコースCⅡ-テ
ストワコー（和光純薬工業）の手順にそれぞれ従って測
定した。

牛 乳 の 抗 酸 化 能 の 評 価 の た め に，1,1-diphenyl-2-
picrylhydrazyl（DPPH）を人工のラジカルとしてその
消去活性を測定した。乳試料をクロロホルム ‐ メタ
ノールで 2 層に分離し，上層の水溶性画分を乾固し，蒸
留水で溶解後，DPPH 溶液と反応させ，30分後に517�
nmの吸光度を測定し，蒸留水との差によりラジカル消
去活性を求めた 5 ）。

2 ．実験 2 ．乾燥紅茶粕の給与がルーメン発酵と乳生産
に及ぼす影響

ホルスタイン種泌乳牛 7 頭（平均体重657�kg，平均乳
量23.3�kg/日，平均分娩後日数180日，平均産次数2.1）
を供試した。供試牛を平均体重や乳量が同等になるよう
に 3 頭と 4 頭の 2 群に分け，予備期 3 日間，試験期14日
間のクロスオーバー法で試験を行った。

給与飼料の構成を表 1 に示した。主にトウモロコシサ

用いた。
各期最終日の朝の飼料給与前（0h），給与 2 時間後

（2h），給与 5 時間後（5h）にステンレス製胃カテーテ
ル（ルミナー，富士平工業，東京）を用いてルーメン内
容物を経口的に吸引採取した。採取後，二重ガーゼで内
容物をろ過し，ルーメン液を−30℃で凍結保存し，分析
に供した。揮発性脂肪酸（VFAs）は，ルーメン液試料
を除タンパクして遠心分離した上清を分析用試料とし，
ガスクロマトグラフGC-8A（島津製作所，京都）により
分析した。カラムはThermon�3000-5％�Shincarbon�A

（1.6�m×3.2�mm，ID，信和化工，京都）を用い，カラ
ム温度130℃で分析した。アンモニア-N濃度はインド
フェノール青法によるアンモニアテストワコー（和光純
薬工業，京都）の手順に従って行った。

血液試料は各期最終日の朝の飼料給与2�h後に，頸静
脈からヘパリン加真空採血管を用いて採取し，遠心分離
後に血漿を−30℃で凍結保存した。解凍後，尿素態窒素

（BUN）はウレアーゼ・インドフェノール法による尿素
態窒素B-テストワコー（和光純薬工業）の手順，グル

Table�1.��Ingredient�and�chemical�composition�of�diets�in�Trial�1�and�Trial�2.

Item
Diet�1�(Trial�1) Diet�2�(Trial�2)

Control PS5 PS10 Control BR
Ingredient�(%�of�DM)

Sudangrass�hay 8.7 12.0 13.0 8.7 8.9
Corn�silage 27.0 20.4 17.0 38.5 31.5
Alfalfa�hay�cube 19.6 19.6 18.8 ─ ─
Concentrate�mixture�1 33.6 32.0 30.7 39.7 40.6
Wheat�bran 1.8 1.8 1.7 2.4 2.5
Beet�pulp 3.0 3.0 2.8 3.0 3.1
Rolled�barley 1.5 1.5 1.4 1.2 1.3
Cotton�seed 3.8 3.7 3.6 3.9 3.9
Soybean�meal 1.2 1.2 1.1 2.6 1.3
Pineapple�bran�silage ─ 5.0 10.0 ─ ─
Black�tea�residue ─ ─ ─ ─ 7.0

Nutrient�composition�(%�of�DM)
Total�degestible�nutrients�2 73.7 73.1 72.8 72.8 72.4
Crude�protein 16.0 15.7 15.4 14.9 15.5
Ether�extract 3.0 2.8 2.7 3.2 3.2
Neutral�detergent�fiber 35.3 38.0 40.3 33.3 33.4

1 　�Contained�47%�grain� (heat�treated�corn,�barley,�wheat�flour,�milo,�rye),�27%�chaff�and�bran� (rice�bran,�corn�gluten�
feed,�wheat� bran),� 22%� oil� seed�meals� (soybean�meal,� rape� seed�meal,� corn� gluten�meal,� linseed�meal),� 4%�
others(molasses,�calcium�carbonate,�sodium�chloride,�calcium�phosphate).��

2 　�Estimated� from�Standard�Tables�of�Feed�Composition� in� Japan� (Agriculture,�Forestry�and�Fisheries�Research�
Council�Secretariat�2009).



184 家畜衛生学雑誌　第46巻第 4 号（2021）

イレージ，スーダン乾草，濃厚飼料と大豆粕等から成る
基礎飼料を給与した対照区と，基礎飼料中のサイレージ
と大豆粕を減らし，BRをDM当たり7�％配合したBR区
を設定し，両区の成分含量がほぼ同等になるように調製
した。BRの成分組成（DM％）はCP；24.6，EE；1.8，
NDF；43.6，ADF；28.6であった。また，タンニンが5.6�
％，無水カフェインが3.8�mg/g，エピガロカテキンガ
レートが4.3�mg/g含まれていた。

DMI，乳量，乳成分，乳脂肪酸組成，ルーメン液性状
および牛乳の抗酸化活性の測定は，実験 1 と同様に行っ
た。 ま た 牛 乳 の 体 細 胞 数 を Fossomatic�90（Foss�
Electric）により測定した。血漿性状は，グルコースお
よびBUNに加え，遊離脂肪酸（NEFA）濃度をACS・
ACOD法によるNEFA�Cテストワコー（和光純薬工業）
の手順に従って測定した。

3 ．統計処理方法
実験 1 は一般線形，実験 2 はクロスオーバーデザイン

の混合モデルにより分析した（PASW�Statistics�18.0,�
IBM,�NY�10504）。処理区，期を固定効果とし，個体を
ランダム効果とした。有意水準はP＜0.05とし，0.5≦P
＜0.1を傾向ありとした。なお，処理区と期の相互作用
に有意な差は認められなかった。

結果および考察

1 ．パイン粕サイレージの給与がルーメン発酵と乳生産
に及ぼす影響（実験 1 ：Diet 1）

ルーメン発酵および血液性状に及ぼすPS給与の影響
について，表 2 に示した。ルーメン液中のアンモニア
-N濃度は，各試験区間で有意差は認められなかった。
飼料給与前（0h）の総VFA濃度は対照区に比べ，�PS5区
で有意に高かった。VFA組成については，酢酸の比率

Table�2.���Effect�of�pineapple�bran�silage�(PS)�or�black�tea�residue�(BR)�on�ammonia-N,�volatile�fatty�acid�(VFA)�in�
the�rumen�fluid,�and�glucose,�BUN�and�NEFA�in�the�blood�plasma

Item Hrs.�aftter
feeding

Diet�1
P-value�1

Diet�2
P-value�1Control

(n=5)
PS5
(n=5)

PS10
(n=5)

Control
(n=7)

BR
(n=7)

Rumen�fluid
Ammonia-N�(mg/dL) 0 9.5 8.6 7.9 0.68 9.2 10.7 0.64

2 8.7 8.7 11.5 0.73 11.3 12.7 0.64
5 5.7 5.3 6.9 0.56 10.2 6.3 0.26

Total�VFA�(mM) 0 51.0�a 99.7�b 70.9�ab 0.02 59.6 60.4 0.83
2 96.1 96.8 87.4 0.70 72.1 71.7 0.90
5 75.8 70.7 87.4 0.43 79.3 78.2 0.73

VFA�(molar�%)
Acetic�acid 0 67.2 65.6 67.9 0.45 62.5 61.4 0.30

2 66.0 67.4 65.3 0.41 57.5 57.8 0.84
5 66.6 66.9 66.0 0.70 59.2 59.9 0.42

Propionic�acid 0 17.1 19.3 17.1 0.10 19.4 19.4 0.95
2 18.4 19.4 19.8 0.22 20.2 20.3 0.87
5 17.9 18.8 19.4 0.17 19.7 19.6 0.96

Butyric�acid 0 11.1 10.8 11.8 0.58 9.1 9.1 0.97
2 11.3 9.6 11.6 0.18 12.6 12.7 0.74
5 11.7 11.1 12.1 0.51 12.3 12.2 0.86

Blood�plasma
Glucose�(mg/dL) 2 56.3 69.5 59.3 0.17 50.4 50.4 0.99
BUN�(mg/dL) 2 18.0 22.3 9.6 0.08 29.2 26.7 0.18
NEFA�(µEq/mL) 2 ─ ─ ─ ─ 89.1�a 117.7�b 0.01

1�Different�scripts�within�a�row�are�significantly�different�(p<0.05).
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牛乳の抗酸化活性は，PS添加区と対照区との間で差
は認められなかった。パイン粕には抗酸化成分として�
β-カロテンやビタミンCが含まれ，パイナップルの果皮
には脂溶性の抗酸化物質が多く存在する18）ことから，
牛乳の抗酸化活性の増強が期待されたが，そのような効
果は認められなかった。本実験では抗酸化活性の測定
は，脂肪を除去した画分で行ったが，脂肪を含めた牛乳
全体についても今後は検討することが必要と考えられ
る。

2 ．乾燥紅茶粕の給与がルーメン発酵と乳生産に及ぼす
影響（実験 2 ：Diet 2）

ルーメン液中のアンモニア-N，VFA濃度および血液
性状の分析結果を表 2 に示した。アンモニア-N濃度は
BR区と対照区との間に差は認められなかった。額爾敦
ら 3 ）は緑茶粕サイレージを飼料に10�％配合し乳牛に与
えた場合，ルーメンアンモニア-N濃度は飼料給与後に
低下すると報告している。これは茶葉に含まれるタンニ
ンが，飼料中のタンパク質やルーメン微生物由来の酵素
と強く結合し，ルーメンでのタンパク質分解を抑制する
ため15）と考えられる。さらに，BRには緑茶粕サイレー
ジよりも中性デタージェント不溶性タンパク質や酸性デ
タージェント不溶性タンパク質が多く含まれており，in�
vitroの試験においてアンモニア-N濃度が低下したが13），�
本実験の結果は異なった。本実験ではBRは飼料中�7�％
であったが，この程度の配合ではアンモニア-N濃度へ
の影響は認められないと考えられる。

総VFA濃度およびVFA組成は，対照区とBR区の間
で有意差は認められなかった。なお，生田ら11）は，乳
牛の飼料に乾燥茶殼を7.2�％配合すると酢酸の比率が低

は処理区間で差は認められなかったが，プロピオン酸の
比率は対照区に対しPS5区では0�hで高い傾向を示し，
PS10区では飼料給与2�hおよび5�h後で高い値を示し
た。内田ら25）は，パイン粕をヒツジに給与した結果，
ビートパルプ給与に比べプロピオン酸の比率が約10�％
高まったと本実験と類似の報告をしている。パイナップ
ル果実にはクエン酸やリンゴ酸等の有機酸が�1�％程度
含まれているので23），パイン粕にもこれらが残存し，
ルーメン内の中間代謝産物利用菌に利用されプロピオン
酸生成が促進されたものと推察される。

血中のグルコース濃度は対照区と比べてPS5区，PS10
区ともに高い値を示したが，有意差は認められなかっ
た。BUN濃度は対照区に比べPS5区では差はなかった
が�PS10区では低い値を示した。Gowdaら 7 ）は，トウモ
ロコシサイレージの一部をPSに置換しヒツジに給与し
た結果，BUN濃度に差がなかったことを報告してい
る。本実験においては，ルーメン液中のアンモニア-N
濃度に処理区間で差がなかったので，BUN濃度にも明
確な差が生じなかったと考えられる。

DMIおよび乳生産の結果について表 3 に示した。PS
の嗜好性に問題はなくDMIに区間差は認められなかっ
た。乳量，各乳成分率および乳成分量についても区間差
は認められなかった。Otagakiら22）は，粗飼料源として
パイン粕を飼料中に30％配合し乳牛に給与した結果，乳
生産に影響はなかったことを報告しており，本実験の結
果も同様であった。

乳中脂肪酸組成およびDPPHラジカル消去活性を指標
にした牛乳の抗酸化活性の結果について表 4 に示した。
PSを添加した両区では対照区と比べ，乳脂肪中のパル
ミチン酸割合が増加する傾向が認められた。

Table�3.���Effect� of� pineapple� bran� silage� (PS)� or� black� tea� residue� (BR)� on� feed� intake,�milk� yield� and�milk�
composition

Item
Diet�1

P-value
Diet�2

P-valueControl
(n=5)

PS5
(n=5)

PS10
(n=5)

Control
(n=7)

BR
(n=7)

Dry�matter�intake�(kg/d) 22.2 22.2 22.9 0.71 21.0 21.3 0.86
Milk�yield�(kg/d) 22.3 21.2 23.4 0.73 23.1 23.7 0.86
Milk�compositon�(%)

Fat 4.50 4.24 4.28 0.48 4.36 4.50 0.59
Protein 3.59 3.47 3.55 0.61 3.81 3.73 0.57
Lactose 4.55 4.67 4.59 0.32 4.33 4.25 0.13
Total�solids 13.64 13.38 12.75 0.98 13.54 13.51 0.93
Solids�non-fat 9.14 9.13 9.14 0.45 9.24 9.06 0.28

Somatic�cell�counts�(×103/mL) ─ ─ ─ ─ 152 140 0.82
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下するとし，額爾敦ら 4 ）は，緑茶粕サイレージを飼料
中10％以上配合するとプロピオン酸の比率が低下すると
報告しているが，本実験の結果はこれらとは異なった。

血漿グルコースおよびBUN濃度については両区間で
差は認められなかった。額爾敦ら 3 ）は緑茶粕サイレー
ジの給与でBUN濃度が低下したと報告しているが，本
実験ではBR給与でルーメンアンモニア-N濃度が変化し
なかったので，BUN濃度に区間差が生じなかったと考
えられる。一方，血中NEFA濃度はBR区で有意に増加
したが，乳牛へのカフェインの投与によりNEFA濃度
が高まることが知られており 9 ），本実験でも紅茶粕に含
まれるカフェインによってその濃度が高まった可能性が
ある。

DMIおよび乳生産についての結果を表 3 に示した。
DMI，乳量，乳成分および乳中体細胞数にはBR給与の
影響は認められなかった。生田ら11）は本実験と同程度
の割合で茶殻を給与した結果，乳量，乳糖率および無脂

固形分率が低下し，これは飼料タンパク質の消化吸収が
抑制されたためと考察している。さらに，額爾敦ら 4 ）

は緑茶粕サイレージを乳牛に給与した場合，10％添加で
乳量と乳成分は低下し始め，15％添加で有意に低下した
が，これはタンニンによる影響と報告している。その場
合，緑茶粕サイレージ区のDMIは20.7�kg，サイレージ
のタンニン濃度は9.0�％で， 1 日当たり279�gのタンニン
摂取量であったが，本実験では紅茶粕のタンニン濃度は
5.6�％で 1 日当たり83.5�gのタンニン摂取であったた
め，乳生産への影響は認められなかったと考えられる。

乳中脂肪酸組成の分析結果について表 4 に示した。
BR区では対照区に比べ，総不飽和脂肪酸割合が高い値
を示した。抗がん作用などの機能性成分として知られて
いる共役リノール酸（CLA）の割合は，BR区の方が対
照区よりも高い傾向が認められた。リノレン酸を多く含
むアマニの給与により，乳中のCLAが増加することが
報告されている 2 ）。また，茶葉に含まれる脂肪酸の約

Table�4���Effect�of�pineapple�bran�silage� (PS)�or�black�tea�residue� (BR)�on�fatty�acid�composition�of�milk� fat�and�
DPPH�1�radical�scavenging�activity�in�milk

Item
Diet�1

P-value�2
Diet�2

P-value�2Control
(n=5)

PS5
(n=5)

PS10
(n=5)

Control
(n=7)

BR
(n=7)

Fatty�acid�(mg/100mg�FAME3)
Caproic�acid�(C6:0) 1.63 1.70 1.73 0.39 1.68 1.61 0.58
Caprylic�acid�(C8:0) 1.16 1.19 1.24 0.46 1.22 1.16 0.46
Capric�acid�(C10:0) 2.74 2.86 2.92 0.46 3.04 2.86 0.54
Lauric�acid�(C12:0) 3.33 3.49 3.56 0.46 3.66 3.42 0.55
Myristic�acid�(C14:0) 11.39 11.65 11.78 0.48 11.57 11.14 0.56
Myristoleic�acid�(C14:1) 0.99 0.96 1.06 0.61 1.18 1.08 0.34
Palmitic�acid�(C16:0) 32.24 33.52 33.95 0.08 31.19 30.32 0.60
Palmitoleic�acid�(C16:1) 1.55 1.57 1.43 0.71 1.73 1.67 0.38
Stearic�acid�(C18:0) 10.66 10.07 10.14 0.37 9.63 10.23 0.62
Oleic�acid�(C18:1) 21.47 20.58 19.69 0.23 21.20 22.58 0.41
VA4�(t-11�C18:1) 0.94 0.96 0.96 0.66 1.02 1.07 0.27
Linoleic�acid�(C18:2) 1.78 1.76 1.97 0.61 2.27 2.34 0.63
CLA5�(c-9,�t-11�C18:2) 0.81 0.79 0.84 0.44 0.80 0.88 0.09
Linolenic�acid�(C18:3) 0.62 0.55 0.51 0.40 0.54 0.59 0.39
Saturated�fatty�acids 69.16 70.36 71.18 0.18 68.31 66.78 0.17
Unsaturated�fatty�acids 30.84 29.64 28.82 0.18 31.69 33.22 0.18
DPPH�(Unit/µL) 7.27 7.60 6.75 0.25 2.69 2.57 0.84

1 　1,1-diphenyl- 2 -picrylhydrazyl.��
2 　P<0.10;�tended�to�be�increased�or�decreased.��
3 　Fatty�acid�methyl�ester.��
4 　Vaccenic�acid.��
5 � Conjugated�linoleic�acid.�
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40％はリノレン酸，約25％はリノール酸であるので 1 ），
BR給与によるCLAや不飽和脂肪酸の増加傾向は，これ
らの多価不飽和脂肪酸が多く供給されたことが一因と考
えられる。

牛乳の抗酸化活性について表 4 に示した。牛乳の
DPPHラジカル消去活性は，両区間に差は認められな
かった。茶葉にはエピガロカテキンなど各種のカテキン
類が含まれているが，紅茶などの発酵茶ではカテキン類
が製造途中に二量体に酸化され緑茶の半分程度まで減少
し，抗酸化力についても緑茶より低下することが報告さ
れている14）。本実験で用いた紅茶粕は4.3�mg/gのエピガ
ロカテキンガレートを含有しているので，DM当たり
BRの 7 ％給与により， 1 日当たり約�6�gのエピガロカ
テキンガレートが乳牛へ供給されたことになる。
Gessnerら 6 ）の乳牛に緑茶抽出物を給与した試験では，
本実験と同程度量のポリフェノールが添加されたが，血
中の抗酸化能や肝臓の抗酸化酵素のmRNA発現量の増
強は認められなかった。このため，本実験でも十分な量
のカテキン類が供給されなかったので，乳の抗酸化活性
の向上にはつながらなかったと考えられる。このよう
に，紅茶粕はルーメン発酵に大きな影響を与えることな
く，CLA等の多い牛乳の生産に寄与できる可能性が示
唆された。

以上の実験 1 と実験 2 の結果より，PSは乾物比10％
程度，BRは 7 ％程度の飼料配合であればルーメン発酵
と栄養素の体内代謝に大きな影響を及ぼすことなく，エ
コフィードを使用した安全な牛乳生産に利用できること
が明らかになった。

本研究の実施に際し，PSは雪印種苗株式会社より，
BRは全国酪農業協同組合連合会を介して提供いただい
た。泌乳試験の遂行にあたっては東京農工大学農学部附
属フィールドサイエンス教育研究センターの小林� 優
氏，乃万�了氏をはじめとする技術職員の方々に多大の
ご支援をいただいた。乳成分分析については東京都農林
水産振興財団農林総合研究センター青梅庁舎の皆様に多
大のご助力をいただいた。ここに記して感謝の意を表す
る。
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要　　旨

パイン粕サイレージ（PS）と乾燥紅茶粕（BR）が乳
牛のルーメン発酵，血液性状および乳生産に及ぼす影響
について 2 つの実験を行った。実験 1 では 5 頭の乳牛を
供試し，基礎飼料のみを給与した対照区と基礎飼料のト
ウモロコシサイレージをPSで 5 ％および10％置き換え
た区を設定した。実験 2 では 7 頭の乳牛を供試し，対照
区と基礎飼料のトウモロコシサイレージと大豆粕をBR
で 7 ％置き換えた区を設定した。実験 1 ではPSの給与
によりルーメンアンモニア濃度に区間差は認められな
かったが，総VFA濃度はPS5％区で飼料給与前（0h）
に有意に高かった。VFA中のプロピオン酸の割合は
PS5区およびPS10区で高い傾向が認められた。DMI，
乳量，乳成分および抗酸化活性には区間差はなかった
が，乳脂肪のパルミチン酸の割合はPS5区とPS10区で
高い傾向が認められた。実験 2 ではBRの給与により
ルーメン発酵は変化しなかったが，血漿NEFA濃度は
増加した。DMI，乳量，乳成分，乳の体細胞数と抗酸化
活性は変化しなかった。BR給与により乳脂肪の共役リ
ノール酸（CLA）の増加傾向が認められた。本研究に
おいてPSとBRは，乳生産についてどちらも負の影響を
及ぼすことなく，エコフィードとして飼料の一部代替が
可能であることが示された。

キーワード：パイン粕，紅茶粕，ルーメン発酵，乳生産
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Summary

The�present�study�sought�to�investigate�the�relationships�between�the�foremilk�and�viable�bacterial�counts�and�
somatic�cell�counts�in�milking�cows.��Milk�samples�were�collected�from�12�quarters�of�12�clinically�healthy�Holstein�
cows�prior�to�milking;�150�mL�of�foremilk�per�quarter�were�split�into�10�groups�(0-5,�5-10,�10-15,�15-20,�20-25,�25-50,�
50-75,�75-100,�100-125,�125-150mL).��The�mastitis-inducing�bacteria�present�within�the�foremilk�were�identified,�and�
the�viable�bacterial� counts�and�somatic� cell� counts� in� the� samples�were�also�measured.� �Coagulase-negative�
staphylococci�(CNS)�were�isolated�from�4�quarters,�other�Streptococci�(OS)�were�detected�in�4�quarters,�both�CNS�
and�OS�were�found�in�4�quarters,�and�Staphylococcus aureus�was�identified�in�1�quarter.��The�amounts�of�bacteria�
in�foremilk�samples�ranging�from�20�to�150�mL�were�significantly�lower�than�in�foremilk�samples�from�the�first�0�
to�5�mL.� �The�foremilk�harvested�at�5�to�10�mL�showed�significantly�higher�bacterial�counts�than�the�foremilk�
bacterial�levels�in�samples�from�25�to�150�mL.��While�examining�somatic�cell�counts,�it�was�discovered�that�there�
were�no�significant�differences�according�to�the�amount�of�foremilk.��It�was�clarified�that�at�least�20�mL�or�more�of�
foremilking�was�necessary�to�maintain�hygienic�milk�quality.��

Key�words：foremilk,�mastitis,�bacterial�counts,�somatic�cell�counts,�cow
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Introduction

Mastitis�is�caused�by�the�invasion�of�microorganisms�
into�the�mammary�gland�4).��Since�mastitis�lowers�milk�
yield,�the�disease�has�caused�enormous�economic�losses�
for� dairy� farms�worldwide� 5,� 7).� �Mastitis� also� has�
significant� effects� on� public� health� and� the� dairy�
industry�in�the�production�of�safe,�raw�milk.��

Bacteriological� tests�6)� and� somatic� cell� counts�are�
mainly�used� to�monitor�mastitis�and�make�a�clinical�
diagnosis.��Milk�is�created�by�mammary�epithelial�cells�
from�the�blood,�which�synthesize�milk�and�secrete�the�
milk� into� the�mammary� alveoli.� �The�milk� stored�
within�the�mammary�gland�then�descends�via�the�milk�
duct�and,�in�its�final�position,�is�stored�within�the�gland�
cistern� or� teat� cistern.� � It� is� possible� that�bacteria�
invade�the�teat�via�the�top�of�the�teat�prior�to�milking,�
and�that�the�milk� located� in�the�gland�cistern�or�teat�
cistern�is�contaminated�with�high�bacteria�and�somatic�
cell�counts.� � It� is�known�that� the�composition�of�milk�
varied�before� and� after�milking,� and� the� electrical�
conductivity,�which� is�an� index�of�mastitis,� is�higher�
before�milking�8).��Thus,�monitoring�for�and�diagnosis�of�
mastitis�were�generally� conducted�using�milk� after�
discarding�the�foremilk�sample�3�to�4�times.��However,�
no�reported�study�has�quantitatively�analyzed�foremilk�
contamination,�and�the�foremilk�volume�appropriate�for�
the�mastitis�test�has�not�been�determined.��

In�the�present�study,� the�relationships�between�the�
foremilk�and�viable�bacterial�counts�and�somatic�cell�
counts� in� cows’� milk� were� examined,� and� the�
appropriate� stable�milk�volume�needed� to�conduct�a�
mastitis�test�with�the�foremilk�was�determined.��

Materials and Methods

Animals
Holstein�cows�were� fed�and�housed�within�the� free�

stall� barn� of� Rakuno� Gakuen� University� Field�
Education�and�Research�Center,�which�was�set�up�as�a�
dairy�production�station.� �Holstein�cows�during�early�
lactation�(n�=�2),�peak�lactation�(n�=�1),�mid-lactation�(n�
=�1),�and�late�lactation�(n�=�8)�were�used.��Of�these�12�
cows� (2� to� 6� years� of� age),� 12� quarters� in�which�
bacteria�were�detected�within�the�foremilk�were�used.��
The�parity�of�cows�was�1�to�4.��

Milk sampling
Following�pre-dipping�of�the�cow�teat,�sampling�after�

cleanup�using�a�fresh�towel�was�conducted�with�up�to�
150�mL�per�quarter.��A�total�of�150�mL�of�foremilk�per�
quarter�were�split� into�10�groups,�and�then�each�was�
placed� into�a� separate� sterile� tube.� �The� first� 5-mL�
sample�of�foremilk�was�placed�into�a�sterile�tube�(5�mL�
group),�and�the�next�5�mL�(i.e.,�5�to�10�mL�of�foremilk)�
sample�was�placed� into�another� sterile� tube� (10�mL�
group).� � The� next� 5� mL� sample� (10� to� 15� mL� of�
foremilk)�was�collected�(15�mL�group),�and�so�forth�for�
the�15� to�20�mL� (20�mL�group),�20� to�25�mL� (25�mL�
group),�25�to�50�mL�(50�mL�group),�50�to�75�mL�(75�mL�
group),�75� to�100�mL� (100�mL�group),�100� to�125�mL�
(125�mL�group),� and�125� to�150�mL� (150�mL�group)�
samples,�all�collected�in�the�same�manner.��

Bacterial isolation and identification
The�milk�from�each�quarter�was�prepared�following�

the� method� previously� described� 1).� � Briefly,� the�
sampled�milk�was� applied� to� an� approximately� 5%�
sheep�blood� agar�medium� (BD,�Franklin�Lakes,�NJ,�
USA),�and�the�culture�was�then�incubated�at�37℃�for�
24� h.� �After� cultivation,� the� isolated� strains�were�
identified�by� the�presence�or� absence�of�hemolysis,�
Gram�staining� reaction,� catalase� test,� and�coagulase�
test�using�rabbit�plasma.� �The�viable�bacterial�count�
was�measured�in�1�mL�using�a�3M�Petrifilm�AC�Plate�
(3M�Health�Care,�Minneapolis,�MN,�USA).��

Somatic cell counts
The�numbers�of�somatic�cells�within�the�milk�were�

counted�using�a�DeLaval�cell�counter�DCC� (DeLaval,�
Tumba,�Sweden).��

Statistical analysis
The� results� are� expressed� as�means�±�standard�

deviation.��A�Friedman�test�was�used�for�comparisons,�
with�p�<�0.05�considered�significant.��

Results

Mastitis-inducing� bacteria�were� detected� in� 12�
quarters:�coagulase-negative�Staphylococci�(CNS)�were�
detected� in�3�quarters,� other�Streptococci� (OS)� in� 4�
quarters,� both� CNS� and� OS� in� 4� quarters,� and�
Staphylococcus aureus�was�detected�in�1�quarter.��The�
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by�bacterial�species� (CNS,�OS,�CNS�and�OS)�were�not�
observed.� � In� one�quarter�where�SA�was�detected,�
unlike�other�bacterial�species,�somatic�cell�counts�were�
variation.� �There�was�no�significantly�variation� in�the�
somatic�cell�counts�in�the�total�group.��

Discussion

It� is�not�yet�possible� to�accurately�determine� the�
development� of� mastitis� and� the� occurrence� of�
inappropriate� treatment� in� cows� with� current�
techniques�3).��The�method�using�foremilk�intended�for�
mastitis�testing�has�not�yet�been�standardized.��In�the�
present�study,�viable�bacterial�counts�and�somatic�cell�
counts � o f � samp led � cow� foremi lk � were � bo th�
quantitatively�measured� to�develop� an� appropriate�
mastitis�test.��

In�the�present�study,�the�viable�bacterial�counts�and�
the�somatic�cell�counts�did�not�differ�significantly�by�

numbers�of�CNS,�OS,�CNS�and�OS,�and�SA�in�foremilk�
are�shown�in�Table�1.��The�highest�bacterial�count�was�
detected�in�the�5�mL�group�in�CNS,�OS,�CNS�and�OS,�
and�SA-containing�milk,�and�tended�to�be� larger�than�
in� the�other�volume�groups.� �However,� there�was�no�
significantly�variation� in� the�viable�bacterial�count� in�
any� amount� of� foremilk� group� depending� on� the�
species�of�CNS,�OS,�and�CNS�and�OS.��In�one�quarter�
in�which�SA�was�detected,�a�similar�pattern�to�other�
bacterial� species�was�noted.� �The�highest�bacterial�
count�was�recognized�within�the�5�mL�group� in�total�
milk,�and�it�was�significantly�(p�<�0.05)�higher�than�in�
the�20�mL�to�150�mL�groups.��The�milk�of�the�10�mL�
group�had�a�significantly�higher�bacterial�count� (p�<�
0.05)�than�the�50�to�150�mL�group�milk.��

The�somatic�cell� counts� in� foremilk� found� to�have�
CNS,�OS,�CNS�and�OS,�and�SA�are�shown�in�Table�2.��
Significantly�variations�in�the�numbers�of�somatic�cells�

Table�1��Bacterial�counts�(cfu/ml)�in�foremilk

Isolated�
bacteria n 5 10 15 20 25 50 75 100 125 150mL�(ml)

CNS 3 15.8±12.9 1.9±1.4 1.7±1.1 1.2±0.7 1.2±0.9 0.4±0.4 0.5±0.3 1.8±2.1 1.6±2.4 0.8±0.6

OS 4 3.1±1.9 1.5±0.8 0.9±0.6 0.5±0.6 0.1±0.2 0.2±0.2 0.3±0.5 0.7±0.8 0.3±0.5 0.3±0.5

CNS+OS 4 10.8±16.2 1.0±0.6 0.9±0.7 0.3±0.3 0.3±0.3 0.2±0.1 0.2±0.1 0.1±0.2 2.2±4.2 0.1±0.2

SA 1 7.0 0.3 0.2 0.3 0.1 0.02 0.03 0.03 0.01 0.01

Total 12 9.1±11.4a 1.3±0.9c 1.0±0.8 0.6±0.6b 0.4±0.6b 0.2±0.2bd 0.3±0.3bd 0.7±1.2bd 1.2±2.6bd 0.3±0.5bd

CNS;�Coagulase-negative�staphylococci,�OS;�Other�Streptococci,�SA;�Staphylococcus aureus
a-b,�c-d;�p�<�0.05

Table�2��Somatic�cell�counts�(104�cells/ml)�in�foremilk

Isolated�
bacteria n 5mL 10mL 15mL 20mL 25mL 50mL 75mL 100mL 125mL 150mL

CNS 3 30.8±46.9 33.8±71.3 29.8±60.2 30.5±84.0 26.9±107.3 17.7±88.4 18.9±102.7 16.4±79.6 16.7±87.9 18.3±91.2

OS 4 90.1±59.7 91.9±64.3 69.9±30.7 57.6±19.0 34.6±14.7 36.4±19.7 37.7±19.3 40.2±19.8 41.9±22.9 42.4±24.9

CNS+OS 4 44.1±23.4 47.6±25.5 36.7±20.6 31.2±24.1 30.7±23.6 30.0±24.5 27.5±22.8 29.5±30.1 30.1±30.7 30.3±30.5

SA 1 200.2 25.9 265.8 262.4 238.1 280.2 273.5 95.0 92.4 102.3

Total 12 69.1±60.0 57.1±45.0 65.1±68.4 59.1±67.3 48.3±61.7 49.9±74.8 49.2±72.9 35.2±28.4 35.9±28.8 37.3±30.7

CNS;�Coagulase-negative�staphylococci,�OS;�Other�Streptococci,�SA;�Staphylococcus aureus
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the� bacterial� species� in� the� foremilk.� �The� viable�
bacterial� count� in� the�SA-isolated� foremilk�was�not�
significantly�different� from� the� foremilk�with� other�
bacterial� species� isolated.� �However,� the�somatic�cell�
counts�in�the�SA-isolated�foremilk�tended�to�be�higher�
than� in� the� foremilk�with� other� bacterial� species�
isolated.� �The� somatic� cell� counts� did� not� change�
significantly�by�differences� in� the� foremilk�volume�
samples,� but� bacterial� counts� in� foremilk� were�
significantly�higher� in�the�5�mL�group�than� in�the�20�
mL�to�150�mL�groups.��The�bacterial�counts�in�foremilk�
were�significantly�higher� in�the�10�mL�group�than� in�
the�50�mL�to�150�mL�groups.� � It�has�been�reported�
that� the� somatic� cell� counts� decrease� in� about� 80�
seconds� immediately�after�the�start�of�milking�2,�9).� � In�
addition,� it� has� been� reported� that� the� electric�
conductivity� values� before� and� after�milking� are�
different�8),�suggesting�that�the�milk�composition�of�the�
foremilk�are�different�at� the�beginning,�especially� the�
first�5�ml.� �Thus,�strict� foremilk�may�not�be�properly�
tested�for�mastitis-causing�bacteria.��

The�current� study�measured� the�somatic�cell� and�
bacterial� counts� in� cow� foremilk,� and� the� findings�
suggest�that�there�are�higher�levels�of�bacteria�present�
in�foremilk�at�the�beginning�of�forestripping.��Although�
somatic�cell�counts�were�not�related�to�the�amount�of�
foremilking,�it�is�related�to�the�viable�bacterial�counts.��
Therefore,�it�was�clarified�that�at�least�20�mL�or�more�
of�foremilking�was�necessary�to�maintain�hygienic�milk�
quality.��
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要　　旨

本研究では，乳牛における前搾り乳汁量が生菌数およ
び体細胞数に及ぼす影響を検討した．臨床的に健康なホ
ルスタイン種雌牛12頭から12分房の乳汁を採取した．そ
れぞれの分房乳150mL は， 0 − 5 ， 5 −10，10−15，
15−20，20−25，25−50，50−75，75−100，100−125
および125−150mLに分割して採取された．それぞれの
前搾り乳汁において乳房炎原因菌の同定，生菌数および
体細胞数を測定した．コアグラーゼ陰性ブドウ球菌
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胞数では，各前搾り乳汁量による差は認められなかっ
た．乳房炎防除を目的とした乳汁検査では，少なくとも
20mL以上の前搾りを実施した後に，採乳することが重
要であることが考えられる。

キーワード:�前搾り乳，乳房炎，生菌数，体細胞数，ウシ

（CNS）および連鎖球菌（OS）の単独感染がそれぞれ 4
分房で検出され，両者の混合感染も 4 分房で検出され
た．また，黄色ブドウ球菌が 1 分房で検出された． 0 − 5
および 5 −10�mLで採取された前搾り乳汁の細菌数は，
25−50，50−75，75−100，100−125および125−150mL
のそれに比較し有意（p＜0.05）に高値を示した．体細
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新型コロナウイルスSARS-CoV-2診断キットにおける 
前処理試薬のウイルス不活化効果の評価
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Evaluation of SARS-CoV-2 inactivation efficiency mediated by the reagent of 
COVID-19 diagnosis kits
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Summary

Diagnosis�of�coronavirus�disease�2019�(COVID-19)�is�mainly�based�on�the�detection�of�the�RNA�of�severe�acute�
respiratory�syndrome�coronavirus�2� (SARS-CoV-2).� �Since�the�handling�of�the�clinical�specimens�which�obtained�
from�suspected�or�confirmed�COVID-19�patient� is�conducted� in�biosafety� level� (BSL)-2�or�BSL-3,� respectively,�
sample�transportation�between�the�specimen�collection� facilities�to�the� inspection� facilities� is�sometimes�needed.��
On�the�other�hand,�the�handling�of�the�clinical�specimens�in�which�SARS-CoV-2�is�inactivated�is�in�BSL-1.��Long-
term�storage�and� transportation�of�clinical� specimens� for�diagnosis�have� the�potential� risk�of� leakage�as� it� is�
unclear�whether�SARS-CoV-2�within�specimens�is� inactivated�or�not�during�the�RNA�extraction�step.��Here�we�
show�that�all�sample�treatment�reagents�of�viral�RNA�extraction�kits�and�three�out�of�four�SARS-CoV-2�detection�
kits�used� in� Japan�could� inactivate�more� than�99%�SARS-CoV-2� in�one�minute.� �On� the�contrary,�Universal�
Transport�Medium�which� is� recommended� for� the� transportation� of� clinical� specimens�by�World�Health�
Organization�and�National�Institute�of�Infectious�Diseases�did�not�inactivate�SARS-CoV-2.��These�results�provide�
the�insight�into�the�process�by�which�SARS-CoV-2�is�inactivated�from�RNA�extraction�to�detection�and�ensure�the�
safety�during�COVID-19�diagnose.��In�addition,�we�propose�the�possibility�of�a�faster�and�safer�diagnosis�method�
by�inactivating�the�collected�clinical�specimen�on�the�spot�and�detecting�the�RNA�of�SARS-CoV-2�without�BSL-2�
and�BSL-3�facilities.��

�
Key�words：�COVID-19,�SARS-CoV-2� inactivation,�SARS-CoV-2�diagnosis�kit� reagent,�viral�RNA�extraction�kit�

reagent,�Universal�Transport�Medium
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序　　文

新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）は2019年12月に
中国の湖南省武漢市で感染が報告されて以降，世界中に
感染が広まり，パンデミックを引き起こしている 8 ）．我
が国でも感染者数は増加の一途をたどり 6 ），日本政府は
2020年 2 月 1 日に新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
を指定感染症とした．現在の市中への蔓延化に伴って，
COVID-19の診断に供する検体数の増加が見込まれる
が，採材から遺伝子診断までの課程における検体の取り
扱いに関わる感染リスク要因は未だ明らかになっていな
い．臨床の現場では，いかに安全に感染を広げずに
SARS-CoV-2を診断するか，その検体の取り扱い手法の
確立が急務となっている．

SARS-CoV-2遺伝子検査において，ヒト検体（主に喀
痰や気管吸引液の下気道由来検体，鼻咽頭ぬぐい液，唾
液）の採取はbiosafety� level（BSL）-1レベルで行われ
ているが，採取された検体からのRNA抽出から遺伝子
検査までの作業はSARS-CoV-2存在の疑い検体はBSL-2
レベル，SARS-CoV-2存在の確定検体はBSL-3レベルが
求められている 5 ）．RNAウイルスであるSARS-CoV-2の
遺伝子診断は検体からのRNA抽出を行うことが基本で
ある 2 ）．このウイルスRNA抽出の過程において，ウイ
ルスの溶解が必要であるため，基本的にRNA抽出液は
ウイルスが不活性化された状態となる．ウイルス検査の
運用においては，ウイルスが不活性化された検体の取り
扱いはBSL-2レベルを必要としないと定義されているた
め，RNA 抽 出 後 の real-time�reverse�transcription�
polymerase�chain�reaction（RT-PCR）等を用いた核酸
増幅法によるウイルス遺伝子検査自体は，BSL-1レベル
での実施が可能である 5 ）．そこで，一般的に検体採取後
にできるだけ早期の段階でウイルス不活性化が担保され
ることが重要である 1 ）．しかし，実際にはSARS-CoV-2
と同様にRNAウイルスであるエボラウイルスはSARS-
CoV-2のRNA抽出に使われているQiaAmp�viral�RNA�
mini�kit（QIAGEN）のサンプル処理試薬だけでは不活
化されないという報告がある 4 ）．事実，RNA抽出キッ
トによって，SARS-CoV-2が本当に不活化されるどうか
は検証されていない．

最近，検体中のウイルスからRNAを溶出したのち
に，RNAの抽出・精製過程を省き，直接SARS-CoV-2
の遺伝子検査を行うキットも販売されている．これらの
キットを使用することで，より短時間かつ簡便にSARS-
CoV-2の遺伝子診断が可能であるが，ウイルスの不活化
の過程が含まれていないために検体の取り扱いについて
は，RNA抽出と同様の設備が必要である．従って，可

能な限り早期にSARS-CoV-2を不活化することが求めら
れている．

日本ではSARS-CoV-2の下気道由来検体はパラフィル
ムで封をしたスクリューキャップ付きプラスチック
チューブに採取される 7 ）．咽頭ぬぐい液は，スピッツ管
中のウイルス輸送液あるいはリン酸緩衝液（PBS）に懸
濁される 7 ）．唾液は滅菌容器に患者によって自己採取さ
れる 7 ）．これらの検体は基本三重梱包を行い，公用車・
社用車などの自動車または，世界保健機構（WHO）の

「感染性物質の輸送規制に関するガイダンス」における
カテゴリーBに分類される臨床検体などの取り扱い可能
な輸送業者を利用して，輸送される 7 ）．つまり，現在日
本で推奨されているマニュアルにおいて，検体は採材さ
れた後に，検査機関に到着し，ウイルスRNAの抽出が
行われるまでは，感染性を有している．感染性を維持し
たウイルスの長期間の保存や輸送は時にウイルスの漏出
のリスクとなりうる．仮にBSL-2レベル設備を有してい
ない機関においても，検体を採取と同時に確実に不活化
することができれば，後の核酸増幅などの操作も含め
て，BSL-1レベルの設備でもウイルスRNAの検出が可
能となると考えられる．

本研究では，国内で使用されているウイルスRNA抽
出キットおよびSARS-CoV-2遺伝子検出キットのサンプ
ル 処 理 試 薬， ウ イ ル ス 輸 送 液 で あ る Universal�
Transport�MediumのSARS-CoV-2の不活化能を明らか
にした．

材料と方法

（ 1 ）　細胞およびウイルス
SARS-CoV-2（SARS-CoV-2/JPN/TY/WK-521株）3 ）

は国立感染症研究所より分与していただいた．Vero�
E6/TMPRSS2細胞 3 ）は10％� 牛胎児血清（FBS），ペニ
シリン，ストレプトマイシンおよび L- グルタミン

（PSG）および 2 ％�G418添加Dullbecco’s�Modified�Eagle�
Medium（DMEM）にて培養した．ウイルスの不活化試
験 に は， 2 ％�FBS お よ び 1 ％�PSG 添 加 DMEM 中 の
Vero�E6/TMPRSS2細 胞 に SARS-CoV-2を0.001�50％�
Tissue�Culture�Infectious�Dose（TCID50）の力価で感
染させ， 2 日後に培養上清として，回収したものを使用
した．

（ 2 ）　各試薬のウイルスの不活化能の測定
試験に供した試薬は表 1 のとおりである．ウイルス

RNA抽出キットであるSmart�Extract（株式会社ダナ
フ ォ ー ム ） の SSB，QIAamp�Viral�RNA�mini�kit

（QIAGEN） の Buffer�AVL，Quick-RNA�Viral� kit
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TCID50/mL）を加え，指で10度揉み，懸濁し， 1 ， 5
および10分間室温で静置した．その後，50�µLの懸濁液
を，0.5％ウシ血清アルブミン添加PBSで 1 時間平衡化
したMicroSpin�G-25�column（GE�Healthcare）に加え，
750×gで 2 分間遠心した．濾液を再度MicroSpin�G-25�
columnに添加し，750×gで 2 分間遠心後，濾液を450�
µLのPBSで10倍希釈した．その後，ウイルス力価の測
定を行った．

（ 3 ）　ウイルス力価の測定
SARS-CoV-2の力価の測定はTCID50法を用いて行っ

た．ウイルス感染の24時間前に100�µLの2.0×105個/mL
のVero�E6/TMPRSS2細胞を96穴プレートに播種した．
力価を測定するウイルスサンプルを 1 倍から107倍まで
10倍段階希釈し，培養上清を除いたVero�E6/TMPRSS2
細胞に100�µlのウイルス液を添加した．37℃， 5 ％CO2

環境下で 1 時間，静置したのちに，ウイルス液を取り除
き，100�µLの10％�FBS含有DMEMを加え， 3 日間培
養し，顕微鏡下で細胞変性効果を観察し，ウイルスの感
染性を判定した．

（Zymo�Research）の Viral�RNA�Buffer，Maxwell Ⓡ�
RSC� Viral� Total� Nucleic� Acid� Purification� Kit

（Promega）のLysis�bufferとProteinase�K�solutionの混
合液をSARS-CoV-2に対する不活化能を測定するために
用いた．加えて，RNA精製工程を省略し，直接試薬を
混 ぜ る だ け で SARS-CoV- 2 の 遺 伝 子 診 断 が 可 能 な
SARS-CoV-2遺伝子検出キットであるDirect-SmartAmp

（株式会社ダナフォーム）のDSR，2019新型コロナウイ
ルス検出試薬キット（株式会社島津製作所）のSample�
Treatment�Reagent，新型コロナウイルス検出キット

（東洋紡株式会社）の前処理液，新型コロナウイルス
（SARS-CoV-2）検出キット（タカラバイオ株式会社）の
Solution�AをSARS-CoV-2に対する不活化能を測定する
ために用いた．さらに，ウイルス輸送試薬である
Universal�Transport�Medium（Copan）をSARS-CoV-2
に対する不活化能を測定するために用いた．また，陰性
対照として，PBSを用いた．

滅菌済みのフィンガーマッシャー（ザルスタット株式
会社）中の200�µLの試験試薬に，20�µLのSARS-CoV-2

（ウイルス力価：1.78×106�TCID50/mLあるいは3.16×107�

表 1 ．試験に用いた試薬
本試験に用いた

試薬名 キット名 製造会社 URL

ウイルスRNA
抽出キット

SSB SMART�Extract 株式会社
ダナフォーム

https://www.dnaform.jp/ja/information/％e7％a0％94％e7％a9％
b6％e7％94％a8％e8％a9％a6％e8％96％ac％e3％80％8c％e3％82％
a6％e3％82％a4％e3％83％ab％e3％82％b9％e6％a4％9c％e4％bd％
93％e6％8e％a1％e5％8f％96％e5％be％8c％e5％87％a6％e7％90％
86％e6％b6％b2％e3％80％8d％e3％81％ae％e7％99％ba％e5％a3％
b2/

Buffer�AVL Viral�RNA�mini�kit QIAGEN https://www.qiagen.com/jp/shop/pcr/qiaamp-viral-rna-mini-
qiacube-kit/#resources

Viral�RNA�Buffer Quick-RNA�Viral�Kit Zymo�
Research

https://www.zymoresearch.com/collections/quick-rna-viral-kits/
products/quick-rna-viral-kit#components

Lysis�Buffer＋
Proteinase�K�

solution

MaxwellⓇ�RSC�Viral�
Total�Nucleic�Acid�

Purification�Kit
Promega

https://www.promega.jp/products/nucleic-acid-extraction/
viral-rna-extraction-viral-dna-extraction/maxwell-rsc-viral-total-
nucleic-acid-purification-kit/?catNum=AS1330#specifications

SARS-CoV-2
遺伝子

検出キット

DSR Direct-SmartAmp法 株式会社
ダナフォーム

https://www.dnaform.jp/ja/information/%e3%83%80%e3%82%a4%
e3%83%ac%e3%82%af%e3%83%88%e6%96%b9%e5%bc%8f%e3%81
%ab%e5%af%be%e5%bf%9c%e3%81%97%e3%81%9f%e6%96%b0%e
5%9e%8b%e3%82%b3%e3%83%ad%e3%83%8a%e3%82%a6%e3%82
%a4%e3%83%ab%e3%82%b9%e5%89%8d/

Sample�Treatment�
Reagent

2019新型コロナウイ
ルス検出試薬キット

株式会社
島津製作所 https://www.an.shimadzu.co.jp/bio/reagents/covid-19/index.htm

前処理液 新型コロナウイルス
検出キット

東洋紡
株式会社

https://lifescience.toyobo.co.jp/detail/detail.php?product_detail_
id=265

SolutionA
新型コロナウイルス

（SARS-CoV-2）
検出キット

タカラバイオ
株式会社

https://catalog.takara-bio.co.jp/product/basic_info.
php?unitid=U100009449

サンプル
輸送用
試薬

Universal�
Transport�
Medium

─ Copan https://www.copanusa.com/sample-collection-transport-
processing/utm-viral-transport/

陰性対照 リン酸緩衝液 ─ ニッスイ https://www.nissui-pharm.co.jp/pdf/products/059/05908.pdf
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（ 4 ）　SARS-CoV-2の感染性の減少率の算出
各試薬の 1 分間の処理によるSARS-CoV-2の感染性の

減少率は以下の計算式で，算出した．
　�（ 1 −（ 1 分間の試薬処理後の感染性）÷（ 1 分間

のPBS処理後の感染性））×�100＝（各試薬の 1 分
間の処理による SARS-CoV-2の感染性の減少率）

（％）
各試薬の 1 分間の処理によって，感染性が検出限界値

以下に達していた場合には，上記の計算で産出された各
試薬の 1 分間の処理によるSARS-CoV-2の感染性の減少
率「以上」の不活化能を有すると判定した．

結　果

（ 1 ）　 ウイルスRNA抽出キットのサンプル処理試薬の
SARS-CoV-2の不活化能

ウイルス RNA 抽出キットのサンプル処理試薬の
SARS-CoV-2の不活化能を確かめるために，200�µLの
Smart�ExtractのSSB，QIAamp�Viral�RNA�mini�kitの
Buffer� AVL，Quick-RNA� Viral� kit の Viral� RNA�
Buffer，Maxwell Ⓡ�� RSC�Viral�Total�Nucleic�Acid�
Purification�Kit の Lysis�buffer と Proteinase�K�solution
の混合液に20�µLのSARS-CoV-2（ウイルス力価：1.78
×106�TCID50/mL）を添加した．また，陰性対照とし
て，PBSを用いた． 1 分後， 5 分後，10分後に試薬の成
分を除去するために，MicroSpin�G-25�column を用い
て， 2 度濾過した．これらのサンプルの力価を測定した
ところ，Smart�ExtractのSSBあるいはBuffer�AVLで
1 分間， 5 分間，10分間処理したサンプルのいずれにお
いても，感染性が認められず，力価は検出限界である
1.0�TCID50/mL 以下であった（図1a）．一方で，Viral�
RNA�bufferおよびLysis�BufferとProteinase�K�solution
で処理したサンプルは，カラム濾過後にも細胞毒性が確
認されたため，本実験では感染性を測定ができなかった

（図1a）．陰性対照であるPBSで処理し， 1 分後にカラ
ム濾過をしたサンプルの力価は，1.0×104�TCID50/mLで
あった（図1a）．このことから， 1 分間のSSBあるいは
Buffer�AVLによる処理で99.99％以上のSARS-CoV-2の
不活化が可能であることが分かった．

カラム濾過後にも細胞毒性の残ったViral�RNA�buffer
およびLysis�BufferとProteinase�K�solutionの混合液に
ついては，より正確に不活化能を測定するために，より
高力価のSARS-CoV-2を用いて，再試験を行った．20�
µL の SARS-CoV-2（ウイルス力価：3.16×107�TCID50/
mL）を200�µLのViral�RNA�bufferおよびLysis�Buffer
とProteinase�K�solutionの混合液に添加し， 1 分後， 5
分後，10分後に 2 度濾過した．これらのサンプルの力価

図 1 ．�ウイルスRNA抽出キットのサンプル処理試薬の
SARS-CoV-2の不活化能の測定．

200�µLのSmart� extractのSSB，QIAamp�Viral�RNA�mini� kitの
Buffer�AVL，Quick-RNA�Viral�kitのViral�RNA�Buffer，Maxwell
Ⓡ��RSC�Viral�Total�Nucleic�Acid�Purification�KitのLysis�bufferと
Proteinase�K� solutionの混合液に20�µLのSARS-CoV-2（ウイルス
力価：1.78×106�TCID50/mL）を添加し， 1 分後， 5 分後，10分後
に，MicroSpin� G-25� columnを用いて， 2 度濾過し，TCID50法で
力価を測定した（a）．カラム濾過後にも細胞毒性の残ったViral�
RNA�Buffer（b）およびLysis�BufferとProteinaseK� solutionの混
合液（c）については，より正確に不活化能を測定するために，よ
り高力価のSARS-CoV-2（ウイルス力価：3.16×107�TCID50/mL）
を用いて，試験を行った．また，陰性対照としてPBSを用いた．
棒グラフは力価の平均値と標準偏差を示している．（−）はカラム
濾過なしを示している．
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を行ったサンプルとカラム濾過を行わなかったサンプル
間に，大きな感染性の減少は認められないことから，各
試薬の処理による感染性の減少は試薬によるSARS-
CoV-2の不活化であると考えられる．

（ 2 ）　 SARS-CoV-2遺伝子検出キットのサンプル処理試
薬の不活化能

SARS-CoV-2遺伝子検出キットのサンプル処理試薬の
SARS-CoV-2の不活化能を確かめるために，200�µLの
Direct-SmartAmpのDSR，�2019新型コロナウイルス検
出試薬キットのSample�Treatment�Reagent，新型コロ
ナウイルス検出キットの前処理液，新型コロナウイルス

（SARS-CoV-2） 検 出 キ ッ ト の Solution�A に20�µL の
SARS-CoV-2（ウイルス力価：1.78×106�TCID50/mL）を
添加した．また，陰性対照として，PBSを用いた． 1 分
後， 5 分後，10分後に試薬の成分を除去するために，
MicroSpin�G-25�columnを用いて， 2 度濾過した．これ
らのサンプルの力価を測定したところ，DSRあるいは
前処理液で処理し， 1 分後， 5 分後，10分後にカラム濾
過したサンプルでは，感染性が認められず，力価は検出
限界である1.0�TCID50/mL以下であった（図2a）．一方
で，Sample�treatment�reagentで処理したサンプルは 1
分間の処理で1.0×103�TCID50/mL， 5 分間の処理で4.6
×102�TCID50/mL，10分間の処理で4.6×10�TCID50/mL
と時間依存的に感染性が減少したが，SARS-CoV-2は完
全には不活化されなかった（図2a）．また，Solution�A

をTCID50法によって測定した（図1b，c）．Viral�RNA�
bufferで処理したサンプルは 1 倍希釈では細胞毒性が確
認されたが，10倍希釈することで細胞毒性が認められな
くなった．そのため，検出限界10�TCID50/mLでの力価
の検出が可能であった．また，10倍希釈したサンプルを
加えた細胞において，SARS-CoV-2による細胞変性は確
認されなかった．このことから，Viral�RNA�bufferで処
理したサンプルの力価は検出限界である10�TCID50/mL
以下であった（図1b）．一方，Lysis�BufferとProteinase�
K�solutionの混合液で処理したサンプルは 1 倍希釈，10
倍希釈では細胞毒性が確認されたが，100倍希釈するこ
とで細胞毒性がみられなくなった．そのため，検出限界
100�TCID50/mLでの力価の検出が可能であった．また，
100倍希釈したサンプルを加えた細胞において，SARS-
CoV-2による細胞変性は確認されなかった．このことか
ら，Lysis�BufferとProteinase�K�solutionの混合液で処
理したサンプルの力価は検出限界である100�TCID50/mL
以下であった（図1c）．陰性対照であるPBSで処理し，
1 分後にカラム濾過をしたサンプルの力価は，1.0×104�
TCID50/mLであった．

このことから， 1 分間のViral�RNA�bufferによる処理
で99.9％以上の SARS-CoV-2の不活化が可能であるこ
と， 1 分間のLysis�BufferとProteinase�K�solutionの混
合液による処理で99％以上のSARS-CoV-2の不活化が可
能であることが明らかになった．

また，PBSで処理したサンプルにおいて，カラム濾過

図 2 ．ウイルスRNA抽出キットのサンプル処理試薬のSARS-CoV-2の不活化能の測定．

20�µLのSARS-CoV-2（ウイルス力価：1.78×106�TCID50/mL）を200�µLのDirect-SmartAmpのDSR，2019新型コロナウイルス検出試薬キッ
トのSample�Treatment� Reagent，新型コロナウイルス検出キットの前処理液，新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）検出キットの
Solution� Aに混合し， 1 分後， 5 分後，10分後に，MicroSpin� G-25� columnを用いて， 2 度濾過し，TCID50法で力価を測定した（a）．カ
ラム濾過後にも細胞毒性の残ったSolution� Aについては，より正確に不活化能を測定するために，より高力価のSARS-CoV-2（ウイルス
力価：3.16×107�TCID50/mL）を用いて，試験を行った（b）．また，陰性対照としてPBSを用いた．棒グラフは力価の平均値と標準偏差
を示している．（−）はカラム濾過なしを示している．
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で処理したサンプルは，カラム濾過後にも細胞毒性が確
認されたため，本実験で感染性は測定できなかった．

（図2a）．陰性対照であるPBSで処理し， 1 分後にカラ
ム濾過をしたサンプルの力価は，2.2×103�TCID50/mLで
あった（図2a）．

この結果から， 1 分間のDirect-SmartAmpのDSRあ
るいは新型コロナウイルス検出キットの前処理液による
処理で99.9％以上のSARS-CoV-2の不活化が可能であっ
たが， 1 分間のSample�Treatment�Reagentによる処理
では53.6％の不活化であることが明らかになった．

カラム濾過後にも細胞毒性の残ったSolution�Aについ
ては，より正確に不活化能を測定するために，より高力
価のSARS-CoV-2を用いて，再試験を行った．20�µLの
SARS-CoV-2（ウイルス力価：3.16×107�TCID50/mL）を
200�µLのSolution�Aに添加し， 1 分後， 5 分後，10分
後に 2 度濾過した．これらのサンプルの力価をTCID50

法によって，測定した．Solution�Aで処理したサンプル
は 1 倍希釈，10倍希釈では細胞毒性が確認されたが，
100倍希釈することで細胞毒性がみられなくなった．そ
のため，検出限界100�TCID50/mLでの力価の検出が可
能であった．また，100倍希釈したサンプルを加えた細
胞において，SARS-CoV-2による細胞変性は確認されな
かった．このことから，Lysis�Buffer と Proteinase�K�
solutionの混合液で処理したサンプルの力価は検出限界
である100�TCID50/mL以下であった（図2b）．陰性対照
であるPBSで処理し， 1 分後にカラム濾過をしたサン
プルの力価は，1.0×104�TCID50/mLであった．この結果
から，新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）検出キット
のSolution�Aによる 1 分間の処理で99％以上のSARS-
CoV-2の不活化が可能であることが明らかになった．

また，PBSで処理したサンプルにおいて，カラム濾過
を行ったサンプルとカラム濾過を行わなかったサンプル
間に，大きな感染性の減少は認められないことから，各
試薬の処理による感染性の減少は試薬によるSARS-
CoV-2の不活化であると考えられる．

（ 3 ）　 Universal Transport MediumのSARS-CoV-2の不
活化能

ウ イ ル ス 輸 送 用 試 薬 で あ る Universal�Transport�
MediumのSARS-CoV-2に対する不活化能を測定するた
めに，20�µl の SARS-CoV-2（ウイルス力価：1.78×106�
TCID50/mL）を200�µLのUniversal�Transport�Medium
に混合した．また，陽性対象としてSSBを，陰性対照
としてPBSを用いた．混合後， 1 分後， 5 分後，10分
後にUniversal�Transport�Mediumの成分を除去するた
め に，MicroSpin�G-25�column を 用 い て， 2 度 濾 過 し

た． こ れ ら の サ ン プ ル の 力 価 を 測 定 し た と こ ろ，�
Universal�Transport�Medium を 1 分間， 5 分間，10分
間処理し，カラム濾過をしたサンプルにおいて，感染性
の減少が認められなかった（図 3 ）．

このことから，ウイルス輸送用試薬であるUniversal�
Transport�MediumのSARS-CoV-2に対する不活化能を
有さないことが明らかになった．

考　　察

本研究ではウイルスRNA抽出キットおよびSARS-
CoV-2遺伝子検出キットのサンプル処理試薬，ウイルス
輸 送 液 で あ る Universal�Transport�Medium の SARS-
CoV-2の不活化能について検証し（表 2 ）， 3 つの主要
な成果が得られた．

第一に日本国内で使用されているウイルスRNA抽出
キットのサンプル処理試薬，Smart�Extract の SSB，
QIAamp�Viral�RNA�mini�kit の Buffer�AVL，Quick-
RNA�Viral�kit の Viral�RNA�Buffer お よ び Maxwell Ⓡ��
RSC�Viral�Total�Nucleic�Acid�Purification�Kit の Lysis�
buffer と Proteinase�K�solution の混合液は全て SARS-
CoV-2に対する不活化能を有し， 1 分間の処理で99％以
上のSARS-CoV-2を不活化することが明らかになった．
各キットのサンプル処理試薬は，検体をはじめに処理す
る試薬であることから，本結果は検体からのウイルス
RNA抽出の際に，速やかにウイルスが不活化されるこ
とを示している．第二にSARS-CoV-2遺伝子検出キット
のサンプル処理試薬であるDirect-SmartAmpのDSR，

図 3 ．�ウイルス輸送用試薬であるUniversal�Transport�
MediumのSARS-CoV-2の不活化能の測定．

20�µLのSARS-CoV- 2 （ウイルス力価：1.78×106�TCID50/mL）を
200� µLのUniversal�Transport�Mediumに混合し， 1 分後， 5 分
後，10分後に，MicroSpin� G-25� columnを用いて， 2 度濾過し，
TCID50法で力価を測定した．また，陽性対象としてSSBを，陰性
対照としてPBSを用いた．棒グラフは力価の平均値と標準偏差を
示している．（−）はカラム濾過なしを示している．
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表 2 ．各試薬のSARS-CoV-2に対する不活化能のまとめ
本試験を用いた試薬名 感染性の減少（ 1 分後）

ウイルスRNA抽出キット

SSB 99.99％以上
Buffer�AVL 99.99％以上
Viral�RNA�Buffer 99.9％以上
Lysis�Buffer＋Proteinase�K�solution 99％以上

SARS-CoV-2遺伝子検出キット

DSR 99.9％以上
Sample�Treatment�Reagent 53.60％
前処理液 99.9％以上
SolutionA 99％以上

サンプル輸送用試薬 Universal�Transport�Medium なし

がSARS-CoV-2の不活化能を有さないことを明らかにし
た．Universal�Transport�Medium�はウイルスや微生物
の輸送，維持，長期保存を行うための試薬であり，
SARS-CoV-2の不活化能がないことは，ウイルスの感染
性を保ったまま，BSL-2やBSL-3を有する研究施設に輸
送することで，ウイルスの単離や性質の調査が可能とな
るため，非常に重要な性質である．国立感染症研究所も
Universal�Transport�Medium や Universal�Transfer�
MediumやViral�Transport�Mediumで輸送することを
推奨している 7 ）．しかし，ウイルスからRNAの抽出が
行われていない場合には基本三重梱包を行い，公用車・
社用車などの自動車または，WHOの「感染性物質の輸
送規制に関するガイダンス」におけるカテゴリーBに分
類される臨床検体などの取り扱い可能な輸送業者を利用
した輸送が必須である．このように厳重に輸送をするた
め，漏出のリスクはきわめて低いと考えられるが，ウイ
ルスの遺伝子診断のみを行う際には，ウイルスを不活化
してから運ぶことにより，さらに感染リスクを低減する
ことができると考えられる．

本研究で試験した試薬のうち，特にSmart�Extractの

新型コロナウイルス検出キットの前処理液，新型コロナ
ウイルス（SARS-CoV-2）検出キットの Solution�A が
SARS-CoV-2に対する不活化能を有し， 1 分間の処理
で，99％以上のSARS-CoV-2を不活化することを明らか
とした．一方で，2019新型コロナウイルス検出試薬キッ
トのSample�Treatment�Reagentは時間依存的にSARS-
CoV-2を不活化したが，他の試薬と比較した際にはその
不活化能は弱く，10分間の処理でも，完全にはSARS-
CoV-2を不活化することができなかった．本研究で用い
たSARS-CoV-2遺伝子検出キットは全てサンプル処理試
薬との混合後， 5 分間の加熱処理を必要とし，ウイルス
もその過程で不活化されると考えられる．しかし，本研
究の結果から試薬との混合だけでは，ウイルスが完全に
は不活化されない試薬もあることから，検体の取り扱い
は慎重に行う必要がある．また，採材した検体を直接試
薬で処理し，不活化することで，BSL-2設備がない施設
においても，速やかにSARS-CoV-2の診断が可能となる
ことが考えられるが，サンプル処理試薬の不活化能が弱
い場合にはそのような適応は難しいと考えられる．第三
にウイルス輸送液であるUniversal�Transport�Medium

図 4 ．SMART�Extractの唾液サンプルの採材法．

SMART�Extractに付属するスワブを被検者自身が口腔内に入れて，30秒以上唾液をスワブに含浸させる．その後，スワブを
フィンガーマッシャー中のSSBに浸し，懸濁する．懸濁後に速やかに唾液中のSARS-CoV-2は不活化されると考えられる．
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SSBおよびDirect-SmartAmpのDSRは鼻咽頭ぬぐい液
あるいは唾液をスワブで採材したのちに，直接スワブを
SSBに浸し，ウイルスを溶出することが想定されている

（図 4 ）．本研究結果から，スワブで採材された検体中の
ウイルスは採材後にSSBおよびDSRによって速やかに
不活化されると考えられる．これはSARS-CoV-2の漏出
や検体からの感染のリスクを非常に低減するだけでな
く，BSL-2設備を持たない施設においても，採材後速や
かにウイルスRNAの抽出及び検出が行える可能性を示
唆 し て い る． 同 様 に QIAamp�Viral�RNA�mini�kit の
Buffer�AVLは，検体との混合後，10分以上のインキュ
ベートがマニュアル中で推奨されていないが，注釈とし
て，10分以上のインキュベートをしても，ウイルス
RNAの品質に影響しないことが明記されている．この
ため，採材した検体を速やかにBuffer�AVLで処理する
ことで，ウイルスを不活化した状態で輸送・保存が可能
であるかもしれない．一方で，現行の唾液の採取は，主
に患者によって滅菌チューブの中に 1 -2�mL程度の自己
採取とされている 7 ）．採取された検体は，その後BSL2
設備へと輸送され，診断に用いられるが，それまでの
間，検体中のウイルスは感染性を維持しているものと考
えられ，ウイルスの漏出のリスクを有すると考えられる．

本研究において，2019新型コロナウイルス検出試薬
キットのSample�Treatment�Reagentは他の試薬と比較
して，不活化能が弱いことが示された．本研究で使用し
た試薬の組成は完全には公開をされていないため，推測
の域を出ないが，このような不活化能の違いは試薬の組
成を反映しているものと考えられる．試薬の成分が完全
には公開されていない現状においては，各キットの試薬
が不活化能を有するかは本研究のような試験が必要であ
ると考えられる．一方で，本研究成果は全ての試薬につ
いて，推奨されているプロトコールとは異なる一定の液
量で，培養ウイルス液と混合して，行われたものである
ため，実際の検体を処理した際に，本研究と全く同じ不
活化能を示さない可能性は存在する．しかし，本研究に
おいて得られた各キットのサンプル処理試薬の不活化能
の有無の知見は，今後医療従事者が遺伝子診断をするに
あたり，どのキットをどのように使用することで感染防
御ができるかを示すきわめて重要なものである．また，
本研究成果は，BSL-2やBSL-3設備のない施設において
も，採取された検体をその場で不活化し，診断すること
で，より速やかな遺伝子診断ができる可能性を提言しう
る成果である．

本評価研究の遂行にあたり，文部科学省「地域イノ
ベーション・エコシステム形成プログラム」における平

成30年度採択事業，神奈川県および地方独立行政法人神
奈川県立産業技術総合研究所（KISTEC）による神奈川
発「ヘルスケア・ニューフロンティア」先導プロジェク
トからのご支援を頂きましたこと，深く感謝いたしま
す．
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確になっていない．本研究では，国内で使用されている
ウイルスRNA抽出キットのうち，研究に使用した 4 種
中 4 種のサンプル処理試薬およびSARS-CoV-2遺伝子検
出キットのうち，研究に使用した 4 種中 3 種のサンプル
処理試薬が 1 分以内にSARS-CoV-2を99％以上不活化す
ることを明らかとした．一方で，ウイルス輸送液である
Universal�Transport�Medium は SARS-CoV-2を 不 活 化
しないことが確認された．本成果は，ウイルスRNA抽
出キットおよびSARS-CoV-2遺伝子検出キットを使用す
るにあたり，どの過程において，SARS-CoV-2が不活化
されるかの知見を与え，より安全にウイルス感染の診断
が可能となる．また，BSL-2やBSL-3設備のない施設に
おいても，採取された検体をその場で不活化し，診断す
ることで，より速やかな遺伝子診断ができる可能性を提
言しうる成果である．

キーワード：COVID-19，SARS-CoV-2不活化，SARS-
CoV-2遺伝子検出キット試薬，ウイルス RNA 抽出試
薬，Universal�Transport�Medium
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要　　旨

新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）の遺伝子検査に
供する検体の取り扱いは，SARS-CoV-2存在の疑い検体
はbiosafety� level（BSL）-2レベル，SARS-CoV-2存在の
確定検体はBSL-3レベルが求められているため，時に検
体を採材した施設から検査施設への輸送が必要となる．
一方，SARS-CoV-2が不活化された検体の取り扱いは
BSL-1レベルとなる．しかし，感染性を維持したウイル
スの長期間の保存や輸送は時にウイルスの漏出のリスク
となりうるが，SARS-CoV-2が不活化されているかは明
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1 ．緒　言

2018年 9 月に岐阜県において豚熱（Classical�Swine�
Fever� :�CSF）が発生した．国内では1992年以来，26年
振りであり，その後，防疫対策の再徹底などの方策が図
られたが，愛知県，三重県，福井県と中部地方を中心に
感染拡大が続いた．この間，野生イノシシでの感染拡大
も確認され，岐阜県での初発からちょうど 1 年になる
2019年 9 月には，埼玉県で CSF が発生した．これは
2018年以降，関東における初めての農場発生であり，関
係者に与えた衝撃は大きく，国のCSF防疫政策がワク
チン接種へと大きく舵を切る転機となった．本稿では，
今後の初動対応の参考とするため，2019年 9 〜11月に埼
玉県で発生したCSFの概要と発生農場における防疫対
応の実際について報告する．

2 ．発生概要

2019年 9 月13日，埼玉県秩父市の養豚場で国内41例目
となるCSFの発生が確認された．その後，同月17日に
2 例目，10月に 3 ， 4 例目，11月 9 日に 5 例目が確認さ
れた（図 1 ）．5 例 6 農場はいずれも県北西部に位置し，
殺処分した豚の頭数は合計7,612頭であった．埼玉県内
では36年振りの発生であり，現役の県職員にとっては未
経験のCSF発生となった．特に 3 例目では，台風と重
なり，防疫対応は困難を極めた． 5 例目は，県内のワク
チン接種開始に伴い実施したワクチン接種前の清浄性確
認検査において摘発された農場である．清浄性確認検査
は，当該農場が最後であったため，発生農場の防疫措置
と他の農場のワクチン初回接種を同時並行で実施するこ
ととなった．さらに， 1 例目発生直後に県内で初めて死

2019年に埼玉県で発生した豚熱（CSF）の概要と防疫対応
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亡野生イノシシでのCSF感染が確認され，その後，農
場発生地域を中心に野生イノシシのCSF陽性事例が確
認された．

3 ．防疫対応

埼玉県内で特定家畜伝染病が発生した場合，「埼玉県
特定家畜伝染病防疫事務の手引き」（以下，手引き） 1 ）

に基づき図 2 に示す体制で防疫措置を行うこととしてい
た．現地作業班の班員は県内 3 カ所の家畜保健衛生所

（以下，家保）及び畜産関係機関の職員（全て家畜防疫
員）である．防疫作業従事者（以下，作業員）は広く県
職員から構成され，延べ3,196名（うち農場内作業員

2,430名）を動員した．他部局からの応援獣医師数は延
べ145名であった．一連のCSF発生農場における防疫対
応（殺処分，埋却，消毒ポイント，集合施設）の状況と
課題について以下に報告する．

（ 1 ）　殺処分
患畜の殺処分等，発生農場の防疫対応は，現地対策本

部（図 2 ）のうち，発生農場班が担当した． 5 例のCSF
発生農場において，殺処分にはそれぞれ 1 〜 4 日を要
し，防疫措置の完了には 3 〜 8 日を要した（表 1 ）． 1
班13〜18名の家畜防疫員で作業に従事した． 1 ， 2 例目
は防疫措置完了まで全員が交代無しで作業し， 3 例目以

図 1 ．発生状況

図 2 ．埼玉県内における特定家畜伝染病発生時の体制
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路に敷き，シート上に粘稠性のある消毒薬と水を撒き，
死体を引き出す際の摩擦を減らす工夫をした．
2 ）課題

殺処分作業遂行上の課題として以下の 3 点が挙げられ
た．
ａ）作業マニュアル通りの対応が困難
ア．農場の立地や構造の違い

2 例目では，山間地域に豚舎があり，平坦な場所が少
なかったため，フレコンの集積場所が豚舎から遠かっ
た．また， 3 例目及び 5 例目では，豚舎間の通路幅や農
場の敷地が狭く，重機利用に制限があった．これらの条
件により，搬出作業に時間を要した．
イ．豚舎内の電源や給水設備の不足

複数の電殺機や夜間の照明に利用できる電気容量，洗
浄や消毒に用いる水道の不足などで作業効率が低下し
た．
ウ．自然災害の影響

3 例目では台風19号の関東直撃と重なったため，人命
を優先し，発生の 3 日後からの作業開始となったが，豚
舎屋根の破損と雨水の浸入により豚房の泥漿化が発生し

（図 4 ），殺処分が難航した．

降は 1 日 3 交代制で作業に従事した．
1 ）概要

殺処分方法は， 1 例目では育成豚以下の子豚はガス
殺，肥育豚以上の豚は 1 ， 2 頭を豚舎出入口まで追い出
して電殺・薬殺を行った．しかし，ガス殺は時間がかか
ること，電殺は追い出しに時間がかるなどの問題が判明
したため，その後の発生では少人数で実施可能な簡易的
な殺処分法に適宜変更するとともに動線も見直していっ
た． 2 例目では肥育豚は 1 頭ずつ通路に出すのではな
く，豚房内で一気に殺処分した後に引き出す方法にした
ところ，作業時間が短縮された．以後，哺乳豚のみガス
殺を行い，他の豚は豚房内およびストール内で電殺した

（図 3 ）．雄豚は， 2 例目ではストール内に追い込んだ
後，鎮静剤（マフロパン 1 ％注射液，DSファーマアニ
マルヘルス㈱，大阪）で鎮静し電殺したが，より安全に
実施するため， 3 例目以降はストール内に追い込んだ
後，ストール上部に縄をかけ，豚の飛び出しを物理的に
封じたうえで電殺を行った．

死体はフレコンバック（以下，フレコン）に詰めた
後，重機で移動させ，埋却地へ搬出されるまで農場内に
集積した．豚舎内で殺処分した死体は，豚舎外まで人力
で引き出す必要があったため，ブルーシートを豚舎の通

図 3 ．豚房内での殺処分 図 4 ．豚房の泥漿化

表 1 ．防疫措置の概要

発生例 発生場所 農場数 殺処分
頭数

殺処分日数
（時間）

防疫措置
日数

農場動員
作業員数 応援獣医師数 発生農場

防疫員

1 秩父市 1 924 2 （26） 4 420 19 24時間体制
（13〜18人）2 小鹿野町 1 1,307 2 （25.3） 3 550 33

3 神川町・本庄市 2 2,234 4 （73.5） 8 900 24
交代制

（14人）4 本庄市 1 994 1 （23） 3 240 15

5 深谷市 1 2,153 2 （48） 7 320 54

合　　計 6 7,612 2,430 145
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ｂ）資材調達の遅れ
発生が週末や祝日に重なってしまったため，物資が発

生農場に届くまで時間がかかり，殺処分開始の遅れなど
が見られた．また，事前に準備していた資材リストに記
載がなかったフレコンなどの資材が届かないトラブルも
発生した．
ｃ）発生農場での家畜防疫員の不足

発生農場での家畜防疫員は，農場内での殺処分や搬出
導線を把握・共有し，一般作業員や応援獣医師へ指示出
しに専念することが理想であるが，仮設テントの設営，
機材準備等の雑務に追われ，本来の業務に支障が生じ
た．

また， 3 例目以降，家畜防疫員は 1 日 3 交代のシフト
制に変更したが，これにより農場内に常時いる家畜防疫
員が 1 ， 2 例目に比べ極端に少なくなってしまった．さ
らに，家畜防疫員と応援獣医師のシフトがずれていたた
め，情報共有がうまくできず農場内の作業効率が上がら
なかった．
3 ）対応策
ａ）作業マニュアルの作成

農場の畜舎構造や配置などに応じて対応できる作業マ
ニュアルを作成する．
ｂ）必要資材リストの作成

必要な資材を網羅したリストを作成するとともに，備
蓄を充実させることや，民間企業等との資材調達協定を
締結することも重要であると考える．特に備蓄に関して
は投光器や動力噴霧器など，発生後すぐに必要になる資
材を中心に準備する必要がある．
ｃ）応援獣医師との連携強化

家畜防疫員と応援獣医師のシフトを調節するなど，応
援獣医師を家畜防疫員と同じ立場で作業ができるように
他部局との連携を図ることが重要である．

（ 2 ）　埋却
死体の埋却作業は，現地対策本部（図 2 ）のうち，処

理班が担当する．「豚熱に関する特定家畜伝染病防疫指
針」（以下，指針） 2 ）には，死体の処理は原則として発
生農場の病原体拡散防止措置完了後72時間以内に完了す
ることと記載されており，埋却地の選定から埋却完了ま
で迅速な対応が求められる．しかし，実際の現場では事
例ごとに様々な問題が発生し，それぞれの状況により個
別に埋却方法を検討する必要があった．
1 ）概要

埋却地の選定について指針 2 ）には，「埋却地は人家，
水源，河川および道路に近接しない場所であって，日
常，人及び豚等が接近しない場所に限る」とされてい

る．本県での発生事例における埋却地の立地状況として
次のような問題点があった．

　（ 1 ， 4 例目）埋却地に住宅が隣接
　（ 2 ， 3 ， 5 例目）埋却地から200m以内に住宅
　（ 4 ， 5 例目）水路や国道，高速道路が近接
埋却処理は，死体を直接埋却溝に投入する方法が一般

的であるが，本県の発生例においては，埋却地が農場か
ら離れた場所にある事例が多かったため，死体はフレコ
ンに梱包して運搬後，埋却溝に投入した．消毒は，フレ
コンをトラックに積み込む際に 1 つずつ実施し，さらに
発生農場および埋却地に設置した動力噴霧器で車両全体
の消毒を実施した．

飼養衛生管理基準 3 ）では，埋却地の広さは肥育豚 1
頭当たりおよそ0.9㎡と想定している．本県の発生にお
いても，これに基づいて埋却に必要な面積を決定した．

埋却作業は，以下のような手順で実施した（図 5 ）．
　ａ）掘削
　ｂ）底面に消石灰を散布
　ｃ）底面および法面をブルーシートで覆う
　ｄ）ブルーシート上に再度消石灰を散布
　ｅ）死体や汚染物品を詰めたフレコンを投入
　ｆ）�投入完了後，土を少し埋め戻して平坦にし，消

石灰を散布
　ｇ）�法面を覆っていたブルーシートはフレコンを包

むように折り返し，消石灰を散布
　ｈ）�完全に土を埋め戻して転圧
　ｉ）消石灰散布
殺処分した頭数，埋却したフレコンの数，実際に埋却

に使用した埋却地の面積，掘削した埋却溝のサイズは，
表 2 のとおりである．

5 例のうち，指針に定められている72時間以内に埋却
を完了したのは 2 例のみで，他の 3 例では，農場内の堆
肥や飼料の搬出に時間を要したこと，砂利質土壌のため
埋却溝崩落の危険があったこと，埋却地が農場から遠い
ことなどから，作業に時間を要した（図 6 ）．
2 ）課題

埋却地に関する課題は，以下の 3 点に集約された．
ａ）	埋却地と住宅や水路との位置関係や道路状況等の周

辺環境に関する事前情報の不足
発生以前に家保で保有している埋却地に関する情報が

限られ，実際に現地確認をした際に明らかになる情報が
多くあった．
ｂ）湧水，土壌の性質等の影響

湧水や土壌の性質等により，掘削の際に特別な対応が
必要となる場合があった．これらも実際に現地での掘削
作業開始後に判明するケースが多く，その都度柔軟な対
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図 5 ．埋却方法

図 6 ．埋却処理の経過

表 2 ．埋却状況の詳細

発生例 頭　数 フレコン数 面積（a） 埋却溝サイズ
（幅×長さ×深さm）

1 924 899 30 5 ×20× 5 × 2 本
＋県有地

2 1,307 738 20 6 ×30× 5

3 2,234 705 16 6 ×50×4.5
＋ 6 ×15×4.5（L字型）

4 994 374 27 5 ×40× 4

5 2,153 819 23 5 ×50× 4
＋ 4 ×15× 4 （L字型）

合　計 7,612 3,535 116
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応が必要となった．
ｃ）近隣住民への説明

本県では農場および埋却地が住宅街に近いケースが多
く，防疫措置の開始にあたって近隣住民への説明が必要
であり，時間を要した．

これらは他の農場において発生した際にも埋却地選定
の際に明らかになり得る課題であり，家畜伝染病発生の
際の円滑な埋却処理の妨げとなる可能性が考えられた．
3 ）対応策
ａ）発生経験を活かした農家指導

日頃の農家立入の中で，埋却地の土壌の性質や湧水が
出る可能性の有無，周辺道路の広さについての聞き取り
および現地確認を行っておくことが必要である．また，
発生に備え埋却地への進入路を広く確保し，木などの障
害物を除去しておく指導も必要である．
ｂ）不測の事態への対応方法についての事前の検討

湧水や土壌の性質等に関しては実際に掘削するまで不
明なことが多いため，事前にあらゆる事案を想定し，ど
のような対応ができるかを演習する．本県での発生経験
や他県の発生事例からの情報を収集し，起こり得る様々
な問題を想定しておくことで，発生の際の想定外の事態
にも柔軟に対応することができるようになると考えられ
た．
ｃ）市町村との協力体制の強化

近隣住民への説明は，資料を作成し地域で回覧板を回
す，住民を集めて説明会を開催するなど，様々な方法が
考えられる．発生後の住民対応の方法を事前に市町村と
協議し，役割分担を整理しておくことで，発生の際の住
民対応をより円滑に行うことができると考えられた．

（ 3 ）　消毒ポイント
現地対策本部（図 2 ）のうち，移動規制班は，消毒ポ

イントの設置および発生農場における防疫措置を円滑に
進めるための通行制限を担当した．消毒ポイントでは，
車両外部の消毒，ハンドルやペダルなどの運転席内部の
消毒，運転手等の手指及び靴底消毒を実施し，消毒作業
終了後，運転手に消毒日時，積荷，発着地等を記録さ
せ，最後に消毒済証明書を発行した．

今回， 5 例の発生に伴い，移動規制班は合計12カ所の
消毒ポイントを設置し，その運営と消毒業務について
は，「口蹄疫等家畜伝染病発生時における緊急対策に関
する基本協定」に基づき，一般社団法人埼玉県ペストコ
ントロール協会（以下，PC協会）に委託して実施した．

1 ）概要
ａ）消毒ポイント設置状況

消毒ポイントの設置場所については，市町村との事前
調整により選定した候補地を基本とし，特定家畜伝染病
の発生時には道路網の状況，車両の通行量等を考慮して
設置場所を決定した．埼玉県では便宜上，消毒ポイント
を表 3 に示すとおり緊急消毒ポイントと通常消毒ポイン
トの 2 種類に区分した． 5 例の発生に伴い設置した緊急
消毒ポイント及び通常消毒ポイント計12カ所の位置及び
概要について図 7 および表 4 に示す．

3 例目では発生農場から直線距離で約6kmの距離にあ
る関連農場でも発生農場と同様の防疫措置を実施したた
め，それぞれの農場から1km付近に計 2 カ所の緊急消毒
ポイント（⑥⑦）を設置した．また，一連の発生では，
近距離に所在する農場で相次いで発生したため，続発す
る発生農場で継続使用した箇所が多かった（②〜④，⑥
⑧⑨）．
ｂ）消毒実績

2 〜 4 例目の緊急消毒ポイント（⑤⑥）は，防疫作業
従事者の集合施設を兼ねており，関係車両を消毒する頻
度が高かったため，消毒台数が多かった．

通常消毒ポイントでは，畜産農家の比較的多い県北地
域に向かう関係車両の通行が多い箇所（②）や，付近に
と畜場が存在する箇所（⑧）の消毒台数が多かった．消
毒実施時間帯の調査では，②において稼働開始時刻の午
前 9 時前にも消毒の記録があり，⑧でも午前 7 〜 9 時が
19％と割合が高く，比較的早い時間帯にも需要があるこ
とが示唆された．また，消毒車両の職種別割合は，②に
おいては飼料運搬会社35％，農協15％，家畜商13％と続
き，家畜診療獣医師（ 3 ％）や養豚農家（ 1 ％）も含ま
れていた．⑧では，飼料運搬会社が60％を占めた他，付
近にと畜場が存在するため，養豚農家が23％（31台）と
比率が高く，うち 4 台は県外農家であった．
2 ）課題
ａ）敷地の広さ

消毒ポイント（⑪）は，敷地が狭く，大型車両が進入
できなかったため，広い敷地へ変更して欲しいという要

表 3 ．消毒ポイントの区分

区分 設置場所 設置期間

緊急消毒ポイント
（24時間稼働）

発生農場周辺
（農場から概ね1km）

防疫措置
完了まで

通常消毒ポイント
（ 9 〜17時が基本）

移動制限区域・
搬出制限区域の境界

（CSFでは3km・10km）

制限解除
まで
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ｃ）稼働期間
稼働期間延長及び年末年始の稼働についても飼料運搬

業者などから要望された．
3 ）対応策

狭い敷地の消毒ポイント（⑪）については，市役所等
の関係機関と調整し，大型車両が進入可能な広い場所

（⑫）に変更して対応したところ，消毒台数が大幅に増

望が飼料運搬業者などから挙がった．
ｂ）稼働時間

と畜場への生体の運搬は早朝に行われることが多いた
め，と畜場周辺の消毒ポイントでは午前 6 時や午前 7 時
からの稼働が必要となった．また，飼料運搬車両は早朝
や夜間に運行していることも多いため，飼料工場周辺の
消毒ポイントでは，必要に応じ稼働時間を延長した．

図 7 ．消毒ポイント12カ所の位置

表 4 ．消毒ポイント12カ所の概要

No. 区分 発生例 消毒台数 稼働期間
（日）

1 日平均消毒
台数 立地状況

① 緊急 1 21 3 7.0
② 通常 1 ， 2 247 35 7.1
③ 通常 1 ， 2 62 35 1.8
④ 通常 1 ， 2 12 35 0.3
⑤ 緊急 2 246 4 61.5 防疫作業者の集合施設内
⑥ 緊急・通常※ 3 ， 4 ， 5 627 48 13.1 防疫作業者の集合施設内
⑦ 緊急 3 342 8 42.8 関連農場付近
⑧ 通常 3 ， 4 ， 5 135 9 15.0 付近にと畜場あり
⑨ 通常 3 ， 4 48 33 1.5 大型車両の侵入不可
⑩ 緊急 5 235 8 29.4
⑪ 通常 5 （変更前） 10 3 3.3 ⑪は大型車両が侵入不能のため，

より広い⑫に変更⑫ 通常 5 （変更後） 274 19 14.4
※ 3 ， 4 例目で緊急消毒ポイントとして使用後， 5 例目で通常消毒ポイントとして使用



212 家畜衛生学雑誌　第46巻第 4 号（2021）

加した．稼働時間については，市町およびPC協会と調
整し，午前 6 時30分から，または午後 7 時まで延長して
対応した．稼働期間延長および年末年始の稼働について
は，関係市に改めて協力依頼するとともにPC協会と調
整し，通常消毒ポイント 2 カ所（⑧⑫）について年度末

（2019年 3 月31日）まで稼働を延長した．また，年末年
始は運転手自身が消毒する形式で運営を継続した．

今後の対応として，消毒ポイント候補地について平時
から市町村と再度調整を行うこととした．この際，現地
で大型車両の進入の可否並びに水源，排水経路及び電源
の有無を確認し，設置箇所や車両動線を想定しながら候
補地を選定することとした．緊急時において，と畜場，
飼料工場周辺および県境付近では車両消毒の需要が高い
ため，消毒ポイントの設置を積極的に検討することとし
た．消毒ポイントを運営する中では利用者から様々な要
望が挙がるため，市町村等の関係機関と調整し，可能な
限り積極的に応じていくことが重要であると考えられ
た．

（ 4 ）　集合施設
特定家畜伝染病が発生すると，防疫措置のために防疫

作業従事者（以下，従事者）が動員され，発生農場近隣
に設置した集合施設を基点として防疫作業に従事する．
この際に集合施設の運営を担当するのが防疫活動支援班

（以下，支援班）である．支援班担当者は 6 名から成
り，発生を疑う段階から防疫作業の開始までに集合施設
の体制整備を行った．
1 ）概要

支援班の具体的な業務内容は，集合施設の調整，従事
者の受け入れ・送り出し，従事者の健康管理，必要資機
材の調達・搬入・搬出，従事者の食事等の調達などが挙
げられる．集合施設を選ぶ際の条件として，24時間かつ
1 週間程度の借り上げが可能であり，最大200人程度の

収容が可能であること，出発前と帰着後の動線が区分可
能であること等が挙げられる．

今回のCSF発生における集合施設の運営にあたって
は，「動線の確保，資機材の管理，従事者の作業中の安
全確保，ウイルスが持ち込まれないための備え」の 4 点
に配慮した．なお，一連の集合施設稼働状況は表 5 のと
おりである．
ａ）動線の確保について

動員された従事者は，集合施設に到着後，受付をし，
健康調査や作業内容等の説明を受け，必要資材を受け取
り，着替えて，バスで農場に出発した．作業が終了し，
バスで集合施設に戻ると帰着時入口で手指の消毒やうが
いを行い，自分の荷物を受取り，出発時とは別の更衣室
で着替え，退庁時刻を記帳し，帰宅した（図 8 ）．

各集合施設により使用できる出入口やトイレ，更衣室
等の数や位置が異なるため，作業に出発する従事者と農
場から帰着する従事者の動線を交差させないよう考慮し
た．集合施設が体育館の場合（図 9 ）では，構造的に使
用できる部屋数が少ないことから，アリーナ部分を出発
エリアと帰着時エリアの半分に区切り，帰着時エリアに
仮設の更衣エリアを設置して対応した．また，市の福祉
施設を活用した場合では，110畳の和室をパーテーショ
ンで 3 部屋に区切り，出発時の作業説明や更衣室として
使用し，帰着時の更衣室として大浴場を活用した．
ｂ）資機材について

集合施設には従事者だけでなく，数多くの資機材も搬
入され，支援班はこれらの管理も行った．初動で全てを
揃えることができないため，随時発注や搬入・搬出を
行った．迅速かつ効率的に初動防疫を行うため，従事者
へ配布する資材は全て袋から出して事前に準備した．
ｃ）従事者の作業中の安全確保

作業中の安全を確保するため，従事者に対し，出発前
に作業内容・注意事項，防護服の着用方法を丁寧に説明

表 5 ．集合施設稼働状況

発生例 発生場所 支援班員数 稼働日数 従事者動員数 バス実台数 バス延べ便数

1 秩父市 6 5 570 中型 2 台 54

2 小鹿野町 6 5 591 大型 1 台
中型 2 台 60

3 神川町・本庄市 6 12 969 中型 1 台 152

4 本庄市 6 5 392 大型 2 台
中型 2 台 42

5 深谷市 6 8 674 大型 1 台 20

合　　計 35 3,196 328
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合施設での支援班業務へ作業を変更した．健康状態に
よっては，従事させずにそのまま帰宅させたケースも
あった．また，農場での作業中に体調不良者や負傷者が
発生することもあり，保健師が現場に急行することも
あった．
ｄ）ウイルスが持ち込まれないための備えについて

帰着時の消毒は，農場からCSFウイルスが持ち込ま

するとともに，保健師や看護師も動員し，従事者への健
康調査や救急対応を行った．また，救急対応や少人数の
輸送，資機材の移送を行う公用車ドライバーの他， 2 例
目以降からは集合施設内で支援班業務を補助する従事者
も動員された．

健康調査の結果，計60人以上が腰痛等，体調に不安が
あり，保健師と相談のうえ，農場での作業ではなく，集

図 8 ．従事者の受け入れから退出まで

図 9 ．集合施設の動線設置例（ 3 例目：体育館）
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れた場合に備え，従事者の手指消毒とうがいに加えて足
元の消毒も重視し，使い捨て靴下の使用や消毒槽の設置
による素足の消毒も行うようにした．
3 ）課題

発生例を重ねるごとに改善された点も多いが，課題も
いくつか残った．

集合施設を中心とした交通手段については，バスの大
きさや使用台数が農場の周辺環境によって変わり，路線
数が多く運行シフトが非常に複雑となるケースもあり，
運行管理や乗り間違い防止等に細心の注意が求められ
た．そのため，輸送計画の見直しが課題であると考えら
れた．従事者に対しては，要所での人員点呼確認や体調
不良者への速やかな対応と負傷者発生の防止，従事者の
従事後の心のケアが課題と考えられた．資機材に関して
は，安定的な確保や，フォークリフトの運転手等有資格
者の確保が課題と考えられた．
4 ）対応策

今後の対応として，マニュアルの見直しや従事者の安
全・安心のための動員前の情報提供が必要であると考え
られた．また，支援班担当者 6 名が24時間体制で運営せ
ざるを得なかったことから，集合施設運営スタッフの人
員確保や，平時からの各関係機関との連携も重要である
と考えられた．今後もより迅速かつ効率的な集合施設の
運営に向け検討を重ね，体制を整える必要がある．

4 ．まとめおよび現在の取組み

一連の発生では，地元市町，県警，協定締結団体など
多方面の協力を得，初発からほぼ 3 カ月目の12月15日，
県内全ての発生例の制限区域を解除した（図10）．本県
では以前から発生を想定した資材のリストアップおよび
備蓄，作業マニュアルの整備，防疫演習などを実施して
いたが，実際の防疫措置では想定外の事象が多く発生
し，現場の混乱は大きかった．

同年11月 1 日からは，県内でワクチン接種を開始した
が，農場の防疫措置と同時進行で制限区域内の全ての農
場についてワクチン接種前の清浄性確認検査を実施する
こととなり，家畜防疫員は一層不足した．各県から家畜
防疫員を派遣いただき検査を進めることができたが，最
後に検査を実施した農場が 5 例目の発生となってしまっ
たことは非常に残念であった．続発を防ぐには，ワクチ
ンの初回接種を早急に完了させる必要があったため，新
たに他部局の獣医師を家畜防疫員に任命し，230余名の
体制で2020年 1 月22日に初回接種を完了させた．その
後，県内における新たな農場発生はなく，発生農場 5 戸
のうち， 3 戸は2020年度に経営を再開した．

飼養豚でのCSF発生に伴い，野生イノシシの浸潤状
況確認検査も始まった．農場発生以降，県内の野生イノ
シシでもCSF感染が確認されていたことから，交差汚
染防止対策のため2019年12月より，野生イノシシのCSF

図10． 5 例の防疫対応の経過
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検査場所を病性鑑定施設のある中央家保から川越家保に
移し，専任の担当者を配置した．また，県内 3 家保の家
畜防疫担当者を発生前の18名から2020年度は24名に増員
するとともに，畜産安全課の家畜防疫担当者も 4 名から
6 名に増員した他，家畜衛生業務を総括する家畜衛生幹
を新たに配置した．

今回，県内のCSF発生に係る防疫対応により明らか
になった様々な課題を検証した結果，本県では家畜防疫
員が本来の役割を発揮できるような防疫体制の整備が必
要であることが明らかとなった．防疫措置において家畜
防疫員である獣医師が従事すべき業務，家畜防疫員であ
る必要がない業務を精査し，現在，防疫体制の抜本的な
見直しを進めている．高病原性鳥インフルエンザを始め
アフリカ豚熱などの発生リスクを踏まえ，今後も発生時
の迅速かつ的確な防疫対応に備えていきたい．
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会員へのおしらせ

①　 「日本家畜衛生学会第92回大会」開催される
日本家畜衛生学会第92回大会が誌上発表されました。本年は，新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大防

止の観点から，家畜衛生学雑誌第46巻 3 号において誌上発表により行われました。一般演題は 3 題の発表があり，内
容に関する質疑応答は学会事務局で取り次ぐという形で行われました。

②　特別Web座談会「 The  消毒 」開催される
当初企画しておりました家畜衛生フォーラム2020の実施が新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大防止の

観点から困難であるとの判断から，代替企画としてオンラインリアルタイム配信による特別Web座談会が2020年12
月19日（土）に実施されました。座談会は（一財）生物科学安全研究所との共催で開催され，白井淳資座長の進行に
より消毒の基礎と現場への応用について，以下の 3 名の先生方による 4 題の講演が行われました。当日は約170名の
参加者があり，牛サルモネラ症や豚熱，高病原性鳥インフルエンザといった重要家畜伝染病防止に欠かすことのでき
ない衛生管理の一つである消毒方法について活発な議論が交わされました。Web開催という初の試みでありました
が，チャット機能を利用した活発な質疑応答がなされました。なお，特別Web座談会「The��消毒」講演要旨につい
ては，本誌46巻 3 号（2020.12発行）をご覧ください。

1 ．消毒の基礎
　　三宅眞佐男（AB�Consulting（株））

2 ．豚環境の消毒
　　三宅眞佐男（AB�Consulting（株））

3 ．牛環境の消毒
　　高橋英穂（北海道　計根別農業協同組合）

4 ．鶏環境の消毒
　　大内義尚（茨城県畜産センター肉用牛研究所）

【お詫び】
今回の特別Web座談会への参加は完全予約制とし，事務局から参加アドレスと講演要旨を事前にメール連絡する

こととしておりましたが，一部の方に不達となっておりました。事務局の不手際でご迷惑をおかけしたこと，心より
深くお詫び申し上げます。
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「家畜衛生学雑誌」投稿規程

1 ．�本誌には原則として，家畜衛生に関する原著論文，
短報，総説（刷り上がり 4 頁以下のミニレビューを
含む），技術資料を掲載する．なお，原稿は編集委
員会事務局へ電子メール添付（PDFファイル）で
提出する．印刷原稿 3 部（うち 2 部は鮮明なコピー
でもよい）の書留郵便あるいはレターパックによる
提出も可とする．

2 ．�投稿にあたり，論文掲載までの対応を行う連絡著者
（コレスポンディングオーサー）は，投稿原稿が他
誌にすでに掲載あるいは投稿中ではないこと，著者
全員が投稿論文の内容及び掲載に同意していること
を記載した文書（カバーレター）を提出すること．

3 ．�筆頭著者あるいは連絡著者は本学会会員であること
が望ましいが，投稿の要件とはしない．

4 ．�掲載論文は原著論文，短報，総説（刷り上がり 4 頁
以下のミニレビューを含む），技術資料とする．

5 ．�全ての投稿論文は編集委員及び複数の審査員が審査
し，編集委員長が掲載の採否を決定する．

6 ．�投稿論文は和文または英文とし，次の指示（記述順
序など）に従うこと．
1 ）� 論文原稿は別に定める注意に従って作成するこ

と．用紙サイズはA4とし，和文の場合は30字
で25行程度，英文の場合はダブルスペース（70
字で25行程度）とする．原稿本文の左側に行番
号を表記すること．

2 ）�和文の場合も句読点は，「，」，「．」を用いること．
3 ）� 論文原稿は第 1 ページに表題，著者名，所属機

関名およびその所在地を和文と英文で記載する
とともに，連絡著者とその電子メールアドレス
を記載する．また，和文の場合は20字，英文の
場合は40字以内の略表題（running�head）を記
載する．

4 ）�原著論文の構成は原則として，Summary（本文
が和文の場合も英語），序文（Introduction），
材料および方法（Materials�and�Methods），結
果（Results）， 考 察（Discussion）， 引 用 文 献

（References），要旨（本文が和文であっても英
文であっても，和文の要旨）とする．ただし，
謝辞は，別項目を設けず，本文の最後に 1 行の
空白をとった後に記載する．

5 ）英文Summaryは250語以内，和文要旨は600字
以内とし，それぞれの最後の行に 5 つ以内の

Key�words（キーワード）をつける．
6 ）� 英語論文および和文論文の英文Summaryは，

投稿前にしかるべき校閲を受けること．
7 ）� 原著論文で刷り上り 8 頁（30文字×25行＝750

文字で，図表を含めて16枚程度）までは，印刷
費を本学会で負担する．ただし，超過ページに
ついては，その費用を著者の負担とする．な
お，総説についてはこの限りではない．また，
カラーや特殊な用紙での印刷は，その費用を著
者の負担とする．

8 ）� 使用する動植物・微生物などの学名はイタリッ
ク体で表記する．

9 ）� 度量衡の単位，略記はSI単位系を基本とし，
以下の例に従う．

［例］�m，cm，mm，µm，nm，kg，g，mg，µg，ng，�
L，mL，µL，nL，M，mM，µM，％，cm2，m3，�
hr，min，sec，℃，pH，Pa（血圧はmmHg，�
生体内圧力はTorr）など．

10）� 表および図（写真を含む）は用紙 1 枚に 1 つと
し，個々に番号と表題を記入し，投稿原稿の最
後に添付する．

11）� 引用文献は下記の例にならって，アルファベッ
ト順にならべ，本文中では 1 ）， 3 − 6 ）のよ
うに上付き（superscript）で記入する．ただ
し，著者名は 3 名までとし， 4 人目以降は省略
し，「ら」，「et�al」で示す．

［例］
雑誌

1 ）� 内田孝治・藤井武・高山公一ら（1991）ブロ
イラーにおける実験的大腸菌症に対するラノ
フロキサシンの治療効果および用量設定試
験．家畜衛生研究会報．33，19−24．

2 ）� Oshida,�T.,�Fukuyasu,�T.,�Kohzaki,�K.,�et�al.�
(1993)�A�new�treatment�system�for�animal�
waste�water�using�microorganism,�soil�and�
vagetation.�Asian-Australasian� Journal� of�
Animal�Sciences.�6,�205-209.

電子ジャーナル
3 ）� Wilson,�D.J.,�Rood,�K.A.,�Bunnel,�J.,�et�al.�(2014)�

Johne’s� disease,�mycoplasma�and�BVD� in�
Utah-Bulk�tank�milk�testing�and�comparison�
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論文原稿を作成する上での注意

1 ）�執筆にあたり，投稿規定をもう一度，熟読すること．
2 ）� 各行の行末での強制改行をしないこと．
3 ）� 投稿論文が和文，英文のいずれの場合も数字，欧文

は全て 1 バイト文字（いわゆる半角）で入力するこ
と．ただし和文ではかっこ（　）は 2 バイト文字

（いわゆる全角）とする．「µ」（マイクロ）は半角
立体で入力すること．

4 ）� 投稿論文原稿はPDFファイルとして事務局まで電
子メールで提出すること．その際には必ずパスワー
ドロックし，パスワードは別メールで事務局まで連
絡すること．特段の理由がある場合は，印刷原稿 3
部（うち 2 部は鮮明なコピーでも可）を事務局まで
書留郵便あるいはレターパックで送付すること．

5 ）� 写真は印刷に耐えうる鮮明なものを使用すること．
6 ）�図は，Microsoft�PowerPoint，Excel，Adobe�Photoshop，�

Illustrator等のソフトウェアで作成するのが望ましい．
7 ）� 論文受理後の最終原稿は，Microsoft�Word（あるい

はMicrosoft�Word互換ソフトウェア）ファイルと
して提出する．ただし，Microsoft�Word互換ソフ
トウェアを使用した場合は，Microsoft�Wordで正
しく表示されることを確認すること．グラフィック
ソフトウェアで作成した図データは，jpeg，tiff等
の汎用フォーマットで提出する．

日本家畜衛生学会
編集委員会

� � to� previous� regional� prevalence� and�
individual�herd�results�over�time.�Journal�of�
Veterinary�Science�and�Technology.�5:182.�
doi:�10.4172/2157-7579.1000182.

単行書
4 ）� 伊予部志津子（1980）薬剤耐性因子（R）の

検出法，薬剤感受性測定法．22−48頁．三橋
進編，講談社，東京．

5 ）� McDonrd,�P.�(1976)�Trends�in�silage�making,�
Microbiology� in�Agriculture,�Fisheries�and�
Food.�pp109-121.�Shinner,�F.A�and�Carr,�J.G.�
eds.�Acad.�Press,�London,�NY.

12）� 図はグラフィックソフトウェアで作成すること
が望ましい．手書きで作成する場合は，そのま
ま製版できるよう，白色紙または青色方眼紙に
タイプやレタリングなどにより作成する．

13）� 投稿原稿が受理（掲載決定）されたならば，著
者はすみやかに最終原稿の Microsoft�Word
ファイルを電子メールで提出すること．図につ
いては，グラフィックソフトウェアで作成した
ファイルも併せて提出する．

7 ．�短報は，その内容を成績および考察（Results�and�
Discussion）としてまとめ，要旨（Summary）は
英文では200字以内の和文，和文では100語以内の英
文をつける．原稿の長さは刷り上りで， 2 頁以内と

する，その他の規定については原著の場合に準じ
る．

8 ．�総説及び技術資料の構成については特に規定を設け
ないが，引用論文の記載法は原著論文の場合に準じ
ることとする．

9 ．�別刷り費用は著者の負担とするが，筆頭著者あるい
は連絡著者が本学会会員の場合は，50部に限り無料
とする．

10．�本誌の発行は原則として，年 4 回（ 4 月， 7 月，10
月および 1 月）とする．

11．�編集委員会事務局を下記に置く．
　　〒252−5201
　　　神奈川県相模原市中央区淵野辺 1 −17−71
　　　　麻布大学獣医学部伝染病学研究室内
　　　　　　日本家畜衛生学会編集委員会
　　　　　　Tel���042（769）1643
　　　　　　E-mail：jjah@azabu-u.ac.jp
12．本誌に掲載された論文の著作権は，日本家畜衛生学

会に帰属する．

附則
� 本規程は，2015年 1 月 1 日以降の投稿論文に適用する．
� 本規程は，2015年 7 月12日以降の投稿論文に適用する．
� 本規程は，2016年11月 5 日以降の投稿論文に適用する．
� 本規程は，2019年 7 月20日以降の投稿論文に適用する．
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日本家畜衛生学会会則

第一章（総　則）
第 1 条
1 ．�本学会は，日本家畜衛生学会（英文表記：The�

Japanese�Society�of�Animal�Hygiene）（以下，「学
会」とする．）と称する．

2 ．�本学会の設立年月日を2002年 7 月 6 日とする．

第 2 条
学会の事務局は，理事長の所属する機関におき，学会の
住所は事務局所在地とする．

第 3 条
学会は，家畜衛生とその関連領域における学究の向上を
図り，畜産の進歩発展に寄与することを目的とする．

第 4 条
学会は，前条の目的を達成するために，次の事業を行う．

（ 1 ）　研究発表会及び学術講演会等の開催
（ 2 ）　学会誌「家畜衛生学雑誌」の発行
（ 3 ）　学会の発展に貢献した者への表彰
（ 4 ）　その他学会の目的達成のために必要な事業

第二章（会員および会費）
学会の構成員
第 5 条
学会の会員は正会員，学生会員，賛助会員および名誉会
員より構成する．

（ 1 ）　�正会員：学会の趣旨に賛同し，会費を納入した個
人

（ 2 ）　�学生会員：学会の趣旨に賛同し，会費を納入した
学生，大学院生．ただし会員期間は単年度とす
る．

（ 3 ）　�賛助会員：学会の趣旨に賛同し，その事業を援助
するため，所定の会費を納入した個人又は団体

（ 4 ）　�名誉会員：学会に永年功労があり，総会において
承認された個人

第 6 条
会費は正会員にあっては年額5,000円，学生会員にあっ
ては年額2,000円，賛助会員にあっては 1 口年額10,000円

とし，毎年 7 月末までに納入するものとする．

会員資格
第 7 条
学会の会員になろうとする者は，所定の手続を行い，定
められた会費を納入すること．

会員の義務
第 8 条
1 ．�会員は本学会の会則に従い，本学会の運営に協力

し，会費を納入する義務を負う．
2 ．�理事長は常務理事の中から庶務・会計を担当する事

務局担当者を委嘱する．

会員の退会・除名
第 9 条
退会を希望する会員は，理事長に退会する旨を届出るこ
と．

第10条
学会の名誉を傷つけたり，目的に反する行為があった場
合，または会費を 5 年分以上滞納した場合は除名とする．

第三章　（役員，役員会および委員会）
役員および役員会
第11条
1 ．�理事は理事長が委嘱し，総会の承認を受ける．
2 ．�理事は理事会を組織し，理事長を補佐し，学会の運

営に関して第 4 条の事項を行う．

第12条
1 ．�理事長は，常務理事の互選により選出する．
2 ．�理事長は，学会を代表し,会務を総理する．
3 ．�理事長は，常務理事の中から庶務・会計を担当する

事務局担当者（事務局長）を委嘱する．

第13条
1 ．�常務理事会および理事会は理事長が随時招集する．
2 ．�常務理事会及び理事会は常務理事又は理事のそれぞ

れの過半数の出席をもって成立し，議事は出席者の
過半数をもって決定する．
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委員会
第14条
1 ．�理事長は第 4 条の事業を達成するため常設の編集委

員会，学術企画委員会およびホームページ管理委員
会を設置する．

2 ．�委員会の委員は，原則として理事長が常務理事の中
から指名する．但し，常務理事会が必要と認めた場
合には会員の中から指名することができる．

3 ．�委員会の委員長は,委員の互選により選出し，理事
長が指名する．

第四章　（総　会）
第15条
通常総会は毎年 1 回，理事長が招集する．

第16条
理事長が必要と認めた場合は，臨時総会を招集すること
ができる．

第17条
総会では次の事項を議決する．

（ 1 ）　�事業計画および事業報告に関する事項
（ 2 ）　�予算および決算に関する事項
（ 3 ）　�会則の改正に関する事項
（ 4 ）　�その他，学会の目的を達成するために必要な事項

第五章　（会　計）
第18条
学会の経費は会費その他の収入をもって，これにあてる．

第19条
会計年度は 4 月 1 日より，翌年 3 月31日までとする．

附　則
（ 1 ）　�この会則は平成14年 7 月 6 日より施行する．
（ 2 ）　�学会設立時の役員は家畜衛生研究会（以下「研究

会」と略す）の役員が，暫定的に就任することと
し，理事長は研究会の会長が，常務理事は研究会
の幹事が，理事は研究会の評議員が，監事は研究
会の監事がそれぞれ就任する．

（ 3 ）　�この会則は平成15年 7 月 5 日に改正し，同日に施
行する．

（ 4 ）　�この会則は平成16年 7 月 3 日に改正し，同日に施
行する．

（ 5 ）　�この会則は平成17年 7 月 2 日に改正し，同日に施
行する．

（ 6 ）　�この会則は平成21年 7 月 4 日に改正し，同日に施
行する．

（ 7 ）　�この会則は平成23年 7 月 2 日に改正し，同日に施
行する．

（ 8 ）　�この会則は平成27年 7 月11日に改正し，同日に施
行する．ただし，平成27年度の会費は4,000円と
し，平成28年度から会費を5,000円とする．

（ 9 ）　�この会則は平成28年 7 月 9 日に改正し，同日に施
行する．

（10）　�この会則は2019年 7 月20日に改正し，同日に施行
する．

（11）　�この会則は2020年 6 月30日に改正し，同日に施行
する．
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協賛企業一覧
日本家畜衛生学会は以下の企業からの協賛を受けております．ここに記して謝意を表します（五十音順）．

MSDアニマルヘルス（株） （一財）日本生物科学研究所
エランコジャパン（株） 日本ハム（株）

（株）科学飼料研究所 日本全薬工業（株）
共立製薬（株） （株）微生物化学研究所
KMバイオロジクス（株） フジタ製薬（株）
士別三協（株） プリマハム（株）
住化エンバイロメンタルサイエンス（株） ベーリンガーインゲルハイムアニマルヘルス（株）
ゾエティス・ジャパン（株） Meiji�Seikaファルマ（株）
田村製薬（株） （株）メディプラス製薬
東亜薬品工業（株） 〔2021年 2 月現在〕

家畜衛生学雑誌　第46巻第 4 号

� 令和 3 年 3 月 1 日発行（会員配布）

発　　行� 日本家畜衛生学会　　理事長　河合一洋
� 〒252−5201　神奈川県相模原市中央区淵野辺 1 −17−71
� 　麻布大学獣医学部獣医学科衛生学第一研究室内
� 　　☎／FAX：042−850−2508
� 　　ホームページ：http://www.kachiku-eisei.jp/
� 　　e-mail：k-eisei@azabu-u.ac.jp
� 振替口座：00240− 3 −43171
印 刷 所� 明誠企画株式会社
� 〒208−0022　東京都武蔵村山市榎 2 −25− 5
� ☎　042−567−6233　FAX　042−567−6230

日本家畜衛生学会入会のすすめ

The Japanese Society of Animal Hygiene

　日本家畜衛生学会は家畜衛生とその関連領域における学術の交流を
図り、畜産の進歩発展に寄与することを目的とした学会です。

＜主な活動＞
　・ 年２回（７月、12月）の研究発表会
　・ 年１回のフォーラム（12月ごろ）の開催
　　　これまでの主なテーマ「狂犬病」、「口蹄疫」、
　　　「鳥インフルエンザ」、「BSE」、「家畜ふん尿」など
　・ 年４冊の機関誌「家畜衛生学雑誌」の発行
　・ 学会賞の授与

年会費5,000円（但し、学生は2,000円）
御請求戴ければ、見本誌を贈呈します!! Hpで活動内容がご覧になれます!!（日本家畜衛生で検索）

日 本 家 畜 衛 生 学 会
〒252-5201　神奈川県相模原市中央区淵野辺1-17-71
麻布大学獣医学部獣医学科衛生学第一研究室内

TEL ／ FAX：042－850－2508

http://www.kachiku-eisei.jp/
e-mail：k-eisei@azabu-u.ac.jp







令和　　年　　月　　日

日本家畜衛生学会　御中

入 会 申 込 書

貴会への入会を下記の通り申込ます．

記

フリガナ

氏　　名：

所属名称：

部　　署：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        役　職

所属住所：〒

　　　　TEL：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　FAX：

　　　　e-mail：

自宅住所：〒

　　　　TEL：

　　　　e-mail：

会員の種類 ： ○正 会 員 ・ ○学生会員 ・ ○名誉会員

会報送付先 ： ○自　　宅 ・ ○勤 務 先

　　　　　　○内にチェックを付して下さい．

１．入会申込書は必要事項をすべて正確に記入し，郵便またはFAX（042－850－2508）にてご送付下さい．
２．年会費は個人会員 5,000円，賛助会員 10,000円／口（１口以上）を郵便振替口座（加入者名：日本家畜衛生

学会，No. 00240－3－43171）へお振込下さい．
３．申込先は　〠252－5201　神奈川県相模原市中央区淵野辺１－17－71
　　　　　　　　　　　　　　麻布大学獣医学部獣医学科衛生学第一研究室内
　　　　　　　　　　　　　　日本家畜衛生学会事務局宛　　TEL／FAX：042－850－2508
４．ホームページからも申し込めます：http://www.kachiku-eisei.jp/



令和　　年　　月　　日

日本家畜衛生学会　御中

変　　更　　届

変更手続きを下記の通り致します．
記

　　フリガナ

○　氏　　名：

○　所属名称：

○　部　　署：　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　役　職

○　所属住所：〒

○　　　　　TEL：　　　　　　　　　　FAX：　　　　　　　　　　e-mail：

○　自宅住所：〒

○　TEL：　　　　　　　　　　　　　　　　　　e-mail：

○会員の種類：○正会員 ・ ○学生会員 ・ ○名誉会員

○会報送付先：○自　宅 ・ ○勤務先

全てご記入の上，上記変更部位の○内にチェックを付して下さい．

１．変更届出書は必要事項を正確に記入し，郵便またはFAX（042－850－2508）にてご送付下さい．

２．届け先は　〠252－5201　神奈川県相模原市中央区淵野辺１－17－71

　　　　　　　　　　　　　　麻布大学獣医学部獣医学科衛生学第一研究室内

　　　　　　　　　　　　　　日本家畜衛生学会事務局宛　　TEL／FAX：042－850－2508

３．ホームページからも手続きできます：http://www.kachiku-eisei.jp/



複写される方へ
　日本家畜衛生学会は有限責任中間法人　学術著作権協会（学著協）に複写に関する権利委託をしていますので，本誌に掲
載された著作物を複写したい方は，学著協より許諾を受けて複写して下さい．但し，社団法人日本複写権センター（学著協
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